2016年11月14日～16日　時事、共同、ＮＨＫ、しんぶん赤旗
駆け付け警護閣議決定、ＮＨＫ世論調査、南スーダン、ＴＰＰ、トランプ、…
安倍内閣 「支持する」５５％ 「支持しない」２６％
NHK11月14日 19時02分
[image: image1.jpg]



ＮＨＫの世論調査によりますと、安倍内閣を「支持する」と答えた人は、先月の調査より５ポイント上がって５５％、「支持しない」と答えた人は、７ポイント下がって２６％でした。
ＮＨＫは、今月１１日から３日間、全国の１８歳以上の男女を対象にコンピューターで無作為に発生させた番号に電話をかける「ＲＤＤ」という方法で世論調査を行いました。調査の対象は１５１４人で、６７％の１００７人から回答を得ました。
それによりますと、安倍内閣を「支持する」と答えた人は、先月の調査より５ポイント上がって５５％でした。
一方、「支持しない」と答えた人は、７ポイント下がって２６％でした。支持する理由では、「他の内閣より良さそうだから」が４８％、「実行力があるから」が１８％、「支持する政党の内閣だから」が１３％だったのに対し、支持しない理由では、「政策に期待が持てないから」が４２％、「人柄が信頼できないから」が１９％、「支持する政党の内閣でないから」が１７％となっています。
アメリカの大統領選挙で共和党のトランプ氏が新しい大統領に選ばれたことに関連して、トランプ氏のもとで、今後の日米関係が、全体として今よりも良くなると思うか聞いたところ、「良くなる」が５％、「悪くなる」が３７％、「変わらない」が３５％でした。
ＴＰＰ＝環太平洋パートナーシップ協定を、今の国会で承認することへの賛否を聞いたところ、「賛成」が１８％、「反対」が２４％、「どちらともいえない」が４８％でした。
アメリカのトランプ次期大統領が、選挙期間中、在日アメリカ軍の駐留経費の負担を増やすよう求める発言をしていることについて、経費の負担をどのようにすべきだと考えるか聞いたところ、「日本の負担を増やすべき」が５％、「現状の負担を維持すべき」が５０％、「駐留経費の負担は今よりも削減すべき」が３４％でした。
今の国会で審議されている、賃金が下がった場合に年金支給額も引き下げることなどを盛り込んだ年金制度改革関連法案への賛否を聞いたところ、「賛成」が１０％、「反対」が４９％、「どちらともいえない」が３３％でした。
政府が、南スーダンに派遣する自衛隊の部隊に、安全保障関連法に基づいて「駆けつけ警護」などの新たな任務を付与する方針であることについて賛否を聞いたところ、「賛成」が１８％、「反対」が４２％、「どちらともいえない」が３２％でした。
政府の有識者会議が、専門家のヒアリングを始めるなど、天皇陛下の退位などを検討していることに関連して、退位についてどのようにするのが望ましいと思うか聞いたところ、「特別法を作って、いまの天皇陛下に限って認める」が２１％、「皇室典範を改正して、今後すべての天皇ができるようにする」が５８％、「退位は認めず、現在の制度の範囲内で対応する」が１１％でした。
自民党が、現在、「１期３年、連続２期まで」となっている党総裁の任期を連続３期まで延長することへの賛否を聞いたところ、「賛成」が２７％、「反対」が３１％、「どちらともいえない」が３５％でした。
五輪会場見直し「レガシー重視」が４割 ＮＨＫ世論調査
ＮＨＫ11月15日 4時54分
ＮＨＫの世論調査で、東京オリンピック・パラリンピックの経費削減をめぐり、競技会場の見直しをどのようにするのが望ましいと思うか聞いたところ、「経費削減よりも、大会後の利用などを重視して会場を整備する」が４２％で、最も多くなりました。
ＮＨＫは、今月１１日から３日間、全国の１８歳以上の男女を対象にコンピューターで無作為に発生させた番号に電話をかける「ＲＤＤ」という方法で世論調査を行いました。調査の対象は１５１４人で、６７％の１００７人から回答を得ました。
それによりますと、東京オリンピック・パラリンピックの経費削減について、東京都やＩＯＣ＝国際オリンピック委員会など４者による協議が行われていることに関連して、競技会場の見直しをどのようにするのが望ましいと思うか聞いたところ、「会場は変更せずに経費を削減する」が２２％、「会場を変更して経費を削減する」が２７％、「経費削減よりも、大会後の利用などを重視して、会場を整備する」が４２％でした。
また、今の憲法を改正する必要があると思うか聞いたところ、「改正する必要がある」が３２％、「改正する必要はない」が３０％、「どちらともいえない」が２９％でした。
さらに、現在、運転を停止している原子力発電所の運転を再開することについては、「賛成」が１８％、「反対」が４６％、「どちらともいえない」が２９％でした。
ＮＨＫ世論調査 各党の支持率
NHK11月14日 19時04分
ＮＨＫの世論調査によりますと、各党の支持率は、自民党が３８．８％、民進党が９．３％、公明党が４．３％、共産党が２．９％、日本維新の会が１．７％、自由党が０．３％、社民党が０．７％、「特に支持している政党はない」が３５．７％でした。
駆け付け警護、官邸前で反対集会　「隊員の命奪うな」と憤り

共同通信2016/11/15 19:57
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首相官邸前で、陸自部隊への新任務「駆け付け警護」付与に抗議する人たち＝15日午前

　南スーダン国連平和維持活動（PKO）に派遣される陸上自衛隊部隊に駆け付け警護の新任務付与が決まった15日、首相官邸前には約350人（主催者発表）が集まり、「隊員の命が奪われることがあってはならない」と憤りの声を上げた。

　新任務は武器使用基準が緩和され、戦闘に巻き込まれるリスクが高まる。呼び掛け人の一人の長尾ゆりさん（61）は「日本国民が築いてきた平和を破壊する暴挙だ。隊員の命に誰が責任を持つのか」とあいさつ。東京都武蔵野市の元教員岩木俊一さん（67）は「政府は国民の声をなぜ聞かないのか」と憤った。

しんぶん赤旗2016年11月16日(水)

駆け付け警護　閣議決定　南スーダンＰＫＯ　「殺し殺される」危険　現実に

　政府は１５日、南スーダンの国連平和維持活動（ＰＫＯ）に関し、今年３月に施行された安保法制＝戦争法に基づく自衛隊初の任務として「駆け付け警護」を盛り込んだ実施計画の変更を閣議決定しました。従事する自衛隊は任務遂行に必要な武器使用が認められるため、南スーダンが「殺し、殺される」最初の例となる危険があります。

　陸上自衛隊第９師団第５普通科連隊（青森市）を基幹とする次期派遣部隊（第１１次隊）の要員約３５０人は２０日から順次現地に送られます。第１０次隊と交代する１２月１２日に新任務が実施可能となる予定です。

　政府は駆け付け警護について、(1)自衛隊から離れた場所で襲撃を受けている国連職員やＮＧＯ（非政府組織）関係者などの要請を受けた場合、武器を持って救出に向かう(2)他国軍の警護は想定されない―と説明。また、自衛隊の宿営地を他国部隊と連携して守る「共同防護」の任務も付与されます。
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（写真）総がかり行動実行委員会は１５日朝、閣議決定に反対して首相官邸前で緊急抗議をおこないました。


　政府が発表した「新任務付与に関する基本的な考え方」（全文５面）によると、新任務の対象地域を首都のジュバとその周辺に限定するとしています。また、実施計画には(1)南スーダン政府の受け入れ同意が安定的に維持されている(2)紛争当事者間の停戦合意などＰＫＯ参加５原則が満たされていても、安全を確保しつつ有意義な活動を実施することが困難な場合は「部隊を撤収する」―ことを加えました。

　政府はこうした措置により自衛隊員の安全が確保されるとの立場です。しかし、南スーダンでは２０１３年１２月に大統領派と副大統領派との内戦が勃発して以降、武力による対立が深刻になりました。今年７月にはジュバで大規模な戦闘が起こり、３００人を超える死者が出るなど、治安が悪化。政府軍が国連施設を攻撃し、国連や援助関係者をレイプ、暴行する事態も発生しています。

　自衛隊が新任務を実行すれば、政府軍との交戦も想定され、憲法が禁じる「海外での武力行使」につながる危険があります。

駆け付け警護「絶対反対」　官邸前で市民ら抗議行動

東京新聞2016年11月15日 夕刊 

	自衛隊に「駆け付け警護」の任務を付与する閣議決定に反対し首相官邸に向かって抗議の声を上げる人たち＝１５日午前、東京・永田町で
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　南スーダン国連平和維持活動（ＰＫＯ）に参加する陸上自衛隊への「駆け付け警護」の新任務付与が閣議決定された首相官邸前では十五日、市民らが午前七時半ごろから集まり「駆け付け警護絶対反対」などと抗議の声を上げた。安全保障関連法に反対する「戦争させない・９条壊すな！総がかり行動実行委員会」が呼び掛けた。　

　同委員会によると、約三百五十人が参加。「戦争法廃止」「憲法改悪ＳＴＯＰ！」などと書かれたプラカードを掲げ、官邸に向かって拳を突き上げて「南スーダン派兵反対」「戦争法は憲法違反」などと抗議した。

　同委員会の福山真劫（しんごう）共同代表は、今後も抗議活動を続ける方針を表明し「憲法に書かれている理想を実現しよう。次の衆院選では野党で連携して安倍政権を追い詰める。勝つまでやろう」とアピールした。

　千葉県船橋市の団体職員津川剛さん（４４）は「南スーダンは武力衝突が起きており、ＰＫＯ派遣の前提が崩れている。国会の場でもっと議論をするべきで、今、新任務の付与を閣議決定する必要があるのか」と政府に疑問を呈した。

　横浜市の会社員女性（３８）は「自衛隊はこれまで銃を撃たずに日本を守ってきたが、武力行使して誰かを殺せば日本人全体が恨まれる」と語った。

　民進、共産、社民の国会議員も参加。社民党の福島瑞穂参院議員はあいさつで「南スーダンは内戦状態。これを戦争と言わずに何と言うのか。これまで自衛隊は一人の戦死者も出してこなかったが、戦死者が出れば戦後の意味が変わる」と述べた。

　◇　

　次期派遣部隊の中心となる陸自第五普通科連隊がある青森市の青森駐屯地。迷彩服を着た隊員やトラックが出入りするなど普段通りだった。

　息子が別の部隊に所属するという同市の七十代男性は「国連職員らを助けに行くことは国際貢献につながり歓迎だが、リスクは必ず増える」と複雑な心境を語った。

「駆け付け警護」任務の付与決定に反対集会
NHK11月15日 11時33分
総理大臣官邸前では、「駆け付け警護」の任務を自衛隊に付与する閣議決定に反対する集会が開かれ、市民グループのメンバーらが「憲法に反するもので認められない」などと訴えました。
集会は複数の市民グループが共同で開いたもので、およそ３５０人が集まりました。集まった人たちは、南スーダンに派遣される自衛隊の部隊に新たに付与されることが決まった駆け付け警護の任務について、「憲法９条が禁じている『武力の行使』にあたるもので、認めることはできない」と訴えました。
そして、「駆け付け警護絶対反対」などと全員で声を上げていました。
参加した都内の７０歳の女性は、「終戦からまもないころ、戦争を体験した人たちが『当時は戦争がいやだと言えなかった』と言っていたことがいまでも忘れられません。政府の説明を聞いていると言いくるめられるような感じを受け、とても不安になります」と話していました。
また、千葉県の６７歳の男性は、「駆け付け警護は、日本の憲法では許されないはずです。憲法を変えようという動きが強くなっていくことに危機感を感じているので、今後も声を上げていきたい」と話していました。
駆け付け警護「許さない」　高崎で抗議集会

東京新聞2016年11月13日 

	駅前広場に集まり、プラカードを掲げる参加者＝ＪＲ高崎駅前で
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　南スーダンでの国連平和維持活動（ＰＫＯ）に参加する陸上自衛隊の派遣部隊に、政府が安全保障関連法に基づく「駆け付け警護」などの新任務を付与しようとしていることに抗議する集会が１２日、高崎市のＪＲ高崎駅西口であった。　（原田晋也）

　県内の市民団体や労働団体でつくる「戦争をさせない１０００人委員会・群馬」などが主催。弁護士や憲法学者、宗教家ら十四人がマイクを握り、口々に「自衛隊が戦争に巻き込まれる」などと懸念を訴えた。来場した約五百人（主催者発表）は「戦争法廃止」「アベ政治を許さない」などと書いたプラカードを掲げて、抗議の意思を示した。

　ゲストとして招かれた市民団体「戦争させない・９条壊すな！総がかり行動実行委員会」の高田健共同代表は「安倍政権が昨年九月につくった『戦争法』を間もなく発動しようとしている。本当に危惧と憤りを覚える」と訴えた。

　ＰＫＯ協力法に盛り込まれている「ＰＫＯ参加五原則」では、紛争当事者間の停戦合意の成立などが自衛隊のＰＫＯ派遣の条件。南スーダンの首都ジュバでは七月、二百七十人以上が死亡する大規模な戦闘が発生したが、政府は戦闘行為ではなかったとの認識を示している。

　高田さんは、二〇〇三年末からの自衛隊のイラク派遣についても触れ「五原則があったので、自衛隊は戦闘できなかった。安倍さんが、これを事実上破棄しようとしている」と指摘。「昔、この国は『戦争』と言わずに『事変』と言ったり、『敗退』を『転進』と言ったりと、いろんなごまかしで戦争を進めた。いま同じようなことがされている」と声を張り上げた。

　駆け付け警護は、離れた場所で武装勢力などに襲われた国連などの要員らを、武器を持って助けに行く任務。政府は二十日から順次、出発する陸自部隊に付与する方針で、十五日に閣議決定する見込みだ。

「駆け付け警護」の危険性は？　ＰＫＯで弁護士会緊急講演会　前橋・２３日

東京新聞2016年11月12日

 　政府がアフリカ南スーダンの国連平和維持活動（ＰＫＯ）へ派遣する陸上自衛隊に、安全保障関連法に基づく「駆け付け警護」などの新任務を与える問題で、群馬弁護士会（前橋市）は２３日午後１時から、緊急講演会「新安保法制で日本はどこへ行くのか」を同市新前橋町の県社会福祉総合センターで開く。

　元防衛官僚でイラク戦争時に内閣官房副長官補を務めた柳沢協二さんが約１時間、「安全保障を考える　戦争・平和・人間の観点から」と題して講演。安保法に反対する立場から、新任務の問題点などを解説する。

　続いて、米国の退役軍人や家族を中心とした非政府組織（ＮＧＯ）「平和を求める元軍人の会」の元海兵隊員が、「それでも自衛隊員を戦地に送りますか」と題して講演し、イラク戦争などに参加した経験を踏まえて新任務の危険性などを語る見通し。

　駆け付け警護は、他国の軍隊が離れた場所で武装集団に襲われるなどした場合、自衛隊が駆け付けて保護する活動。政府は武装集団が国や国に準じた組織でない限り、自衛隊員が武器を使用しても憲法上禁止された「武力の行使」に当たらないと解釈している。

　県庁で１１日会見した群馬弁護士会憲法問題特別委員会の赤石あゆ子委員長は「講演で戦争のリアリティーを語ってもらいたい。政府はこれまでに南スーダンで『衝突』があったと言うが、それは明らかに『戦闘』行為だった。戦闘が起きている地域に自衛隊を送るべきではない」と主張している。

　入場無料。定員は約３００人で、事前予約は必要ない。問い合わせは群馬弁護士会＝電０２７（２３３）４８０４＝へ。　（菅原洋）

自衛隊員を危険にさらすな　九条の会が駆け付け警護反対声明

東京新聞2016年11月11日 朝刊
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　護憲派の市民団体「九条の会」は十日、南スーダンの国連平和維持活動（ＰＫＯ）への自衛隊派遣と、安全保障関連法に基づく「駆け付け警護」など新任務付与に反対する緊急声明を発表した。「違憲、違法かつ危険な『任務』に自衛隊員をさらすことは許されない」と訴えた。

　事務局長の小森陽一東大教授（６３）らが東京・永田町の参院議員会館で記者会見した。「安倍晋三首相や稲田朋美防衛相は、現地の戦闘が単なる『衝突』だとウソをついている」と指摘。「南スーダン政府軍相手の戦闘や市民を巻き込んだ戦闘の危険すら否定できない。自衛隊の海外での武力行使、つまり海外派兵に本格的に踏み込むものだ」と主張した。

　会の世話人で翻訳家の池田香代子さん（６７）＝写真右端＝は「言葉のごまかしで憲法をないがしろにする。兵隊を使って戦争をしてみたいという意図しか（政府からは）感じられない」と話した。

　政府は南スーダンＰＫＯの新実施計画を十五日に閣議決定し、二十日以降に派遣する部隊で新任務の「駆け付け警護」「宿営地の共同防衛」を可能にする方針。

隊員、家族気遣う声＝新任務、危険増すと懸念－ＰＫＯ派遣部隊の地元青森


南スーダンの国連平和維持活動（ＰＫＯ）で、駆け付け警護の任務を自衛隊に付与することに抗議する市民ら＝１５日午後、青森市
　南スーダンの国連平和維持活動（ＰＫＯ）で、安全保障関連法に基づき新任務「駆け付け警護」が付与され、第１１次隊として派遣される陸上自衛隊第９師団がある青森市では、任務の拡大で危険が増すとの懸念から、隊員の安全やその家族の心情を気遣う声が上がっている。派遣部隊の先発隊約１３０人は２０日、現地に向け青森から出発する。
　「安保関連法に反対するママの会＠青森」の坂本麻衣子さん（３４）は、「駆け付け警護で自衛隊が誰かを撃たなければならないかもしれない。南スーダンには少年兵もいると聞く。隊員には人を殺させたくない」と訴える。坂本さんは「派遣隊員に選ばれるのではとものすごく心配した隊員の家族がいると人づてに聞いた。派遣される隊員とその家族は不安でたまらないのではないか」と語った。
　教え子が自衛隊員だという青森市内の元高校教諭の男性（６４）は、「就職のために自衛隊に入った教え子が複数いる。駆け付け警護のような危険な任務で派遣されるとは思っていなかったのではないか」と心配する。「派遣される隊員は本音が言えず苦しんでいるのではないか」と話した。
　第９師団によると、同師団は９月と１１月に隊員の家族に駆け付け警護などの新任務を含む現地での活動や、派遣中の家族への支援などに関する説明会を開いた。家族から新任務への不安や懸念は出なかったという。
　青森県庁前では１５日午後、駆け付け警護の閣議決定に抗議する集会が開かれ、参加した市民らは「南スーダンＰＫＯ派遣反対」などとシュプレヒコールを上げた。公務員の５０代男性は「これまでは人道支援活動だったが、国連職員らを救出するために武器を使用することが可能になった。現地情勢は複雑で、対応を間違えれば国際紛争に巻き込まれるのではないか」と話した。（時事通信2016/11/15-15:37）
武器使用、現場に重圧＝隊員「状況判断難しい」－駆け付け警護任務付与・陸自


南スーダンでの国連平和維持活動（ＰＫＯ）で活動する陸上自衛隊の施設部隊＝６月下旬、南スーダンの首都ジュバ（防衛省提供）
　南スーダンでの国連平和維持活動（ＰＫＯ）に派遣される陸上自衛隊の部隊に駆け付け警護の新任務が付与される。第１１次隊として今月順次派遣される第９師団（青森市）を中心とする部隊は新任務の訓練を重ねてきたが、自衛隊内では「駆け付け警護の要請を受けるかを含め状況判断は非常に難しい」（自衛隊幹部）との声が聞かれる。要請に応じるのか。任務遂行のため引き金を引くのか。現場の隊員に重圧がかかる。
　陸自は国連やＮＧＯ関係者から救助要請を受けて駆け付けた現場で、暴徒による投石から銃撃までさまざまなシナリオとそれに対処する行動基準を作成。９月１４日から新任務の訓練を岩手山演習場（岩手県）で実施した。
　制服組幹部は「駆け付けた現場の事態が急変すれば威嚇射撃から、正当防衛のために相手に危害を及ぼす武器使用まで瞬時に判断を求められる」と指摘。「本国とやりとりしている余裕がない事態が想定され、判断は実質的に現場の隊長に委ねられる」と話す。
　訓練では武装した暴徒排除のための至近距離での武器使用や、相手に致命傷を与えない射撃を含め、陸自中央即応集団の特殊部隊「特殊作戦群」の隊員が指導したとみられる。（時事通信2016/11/14-16:28）
安保法、本格運用へ＝駆け付け警護可能に－南スーダンＰＫＯ
　政府は１５日の閣議で、南スーダンの国連平和維持活動（ＰＫＯ）に派遣する陸上自衛隊部隊に対し、今年３月に施行された安全保障関連法で可能となった「駆け付け警護」の任務を新たに付与することを決めた。同法に基づく初の任務付与で、武器使用の範囲が拡大。安保法は本格運用の段階に移る。
　稲田朋美防衛相は１８日、陸自第９師団（青森市）を中心に編成する第１１次隊に新任務を付与する派遣命令を出す。２０日から順次現地に派遣され、第１０次隊と交代する１２月１２日から駆け付け警護を実施可能とする。他国軍と連携しての「宿営地の共同防護」も認める。
　菅義偉官房長官は１５日の記者会見で、今回の決定について「国際貢献に大きく寄与できる」と意義を強調。稲田氏は記者団に「自衛隊は邦人保護に当たり、法律もなく、訓練もしていない中でリスクを負担してきた。しっかりと任務を与えることに意義がある」と語った。
　安倍晋三首相は１５日の参院環太平洋連携協定（ＴＰＰ）特別委員会で、南スーダンの治安情勢に関し「首都ジュバは比較的安定している」と重ねて強調した。
　駆け付け警護は、離れた場所にいるＮＧＯ関係者らが武装集団や暴徒などに襲われた場合、要請を受ければ自衛隊員が駆け付けて救出する任務。従事する自衛隊は、任務遂行に必要な警告射撃などの武器使用が認められる。（時事通信2016/11/15-20:19）
政府、駆け付け警護を付与　PKO新任務、初の閣議決定

共同通信2016/11/15 13:01
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首相官邸に入る稲田防衛相＝15日午前

　政府は15日の閣議で、南スーダンの国連平和維持活動（PKO）に派遣する陸上自衛隊に対し、安全保障関連法に基づく新たな任務「駆け付け警護」を付与することを決定した。3月の安保関連法施行後、可能となった新任務の付与は初。来月12日から実施する。安保法により武器使用の範囲が拡大された自衛隊の海外任務が、実際に開始されることになる。現地の治安情勢は流動的で、隊員が戦闘に巻き込まれるリスクが増大するのは不可避だ。

　安倍首相は15日の参院の特別委員会で、南スーダン情勢に関して「意義のある活動が困難であると判断する場合、撤収をちゅうちょすることはない」と述べた。

南スーダン派遣の自衛隊部隊に駆け付け警護の任務付与 閣議決定
NHK11月15日 13時53分
政府は１５日の閣議で、南スーダンに派遣される自衛隊の部隊に、安全保障関連法に基づいて「駆け付け警護」の任務を新たに付与する実施計画を決定しました。去年成立した安全保障関連法は、部隊による運用の段階に入ることになります。
政府は１５日の閣議で、アフリカの南スーダンに交代で派遣される自衛隊の部隊が国連のＰＫＯ＝平和維持活動に当たるための実施計画を決定しました。
それによりますと、「ＰＫＯ参加５原則」に加え、活動期間を通じて南スーダン政府の受け入れ同意が安定的に維持されることが認められるとして、安全保障関連法に基づいて、国連の関係者などが襲われた場合、救援に向かう「駆け付け警護」の任務が盛り込まれています。
一方、実施計画では、自衛隊の活動期間中に「ＰＫＯ参加５原則」が維持されていたとしても、安全を確保して有意義な活動を実施することが困難な場合は、ＮＳＣ＝国家安全保障会議で審議したうえで部隊を撤収するとしています。
これに先立って、政府はＮＳＣの閣僚会合を開き、「駆け付け警護」と合わせて、宿営地が襲撃された場合に他国の部隊とともに守る「宿営地の共同防護」の任務も部隊に付与することを確認しました。
新たな任務が付与される部隊は、今月２０日から順次、南スーダンに派遣され、来月中旬から首都ジュバとその周辺で活動を開始する予定で、去年成立した安全保障関連法は部隊による運用の段階に入ることになります。
官房長官「国際貢献に大きく寄与」
菅官房長官は閣議のあとの記者会見で、「南スーダンでは、６０を超える国が平和と安定のために取り組んでおり、わが国もこんにちまで自衛隊を派遣してきた。今回、駆け付け警護の任務を付与したことで、わが国のＮＧＯなど現地で活動する方の危険が差し迫り、要請があった場合には救助できるようになるわけで、国際貢献に大きく寄与できる」と述べました。
さらに、菅官房長官は、実際に「駆け付け警護」の任務が実施される可能性について、「現時点で予断を持って申し上げることは控えたい。いずれにせよ、自衛隊として行うのは邦人保護が基本だ」と述べました。
防衛相「実施は首都とその周辺地域に限定」
稲田防衛大臣は閣議のあと記者団に対し、「厳しい訓練を乗り越えてきた経験を誇りに、自衛隊の国際平和協力活動のよき伝統を守りながら、創造の精神を持って、南スーダンの平和と安定のため活動するよう期待している」と述べました。
そして、稲田大臣は、「これまでの活動実績を踏まえ、交代で派遣される部隊の活動地域を首都ジュバとその周辺地域に限定する。このため、『駆け付け警護』の実施もこの活動地域内におのずと限定される。さらに衛生態勢の充実を図るため、医官を１名増やすなどの措置をとる」と述べました。
また、稲田大臣は「今後とも現地情勢を緊張感を持って注視していく。新任務は来月１２日からとする防衛大臣命令を今月１８日に発出するよう手続きを進めている」と述べました。
外相「緊張感持って情報収集」
岸田外務大臣は、閣議のあと記者団に対し、「『駆け付け警護』は、邦人保護の観点からも極めて重要だ。南スーダンの治安情勢は極めて厳しいと認識しているが、自衛隊が展開中の首都ジュバは比較的落ち着いており、外務省としても、現地情勢について、緊張感を持って情報収集にあたっていく」と述べました。
公明 山口氏「安全確保し意義ある活動を」
公明党の山口代表は記者会見で、「国連の関係者などにとっては、安心につながる新たな任務の付与だ。政府には、今後も現地の情勢を適切に見極めて安全を確保したうえで、意義のある活動をやってもらいたい。国民に新しい任務の全体像が正しく伝わるような議論はこれからも重要だ」と述べました。
民進 蓮舫氏「本当に慎重に判断か懸念」
民進党の蓮舫代表は、党の常任幹事会で、「われわれも、国際貢献や国際協力の中で、『駆け付け警護』の必要性は否定していない。ただ、今の南スーダンの状況の流動性を考えた時に、慎重に行うべき判断が、本当になされているのか懸念している」と述べました。
また、山井国会対策委員長は記者会見で、「南スーダンでは大規模な衝突も起こり、非常に危険だ。極めて問題が多いだけでなく、戦後、守り続けてきた日本の平和主義が崩れ去る危険性もある。『駆け付け警護』の任務を新たに付与することで、殺し殺される戦闘行為に参加せざるを得なくなるかもしれず、強く反対する」と述べました。
共産 小池氏「撤回を強く要求」
共産党の小池書記局長は、「海外での武力行使を禁止した平和憲法をじゅうりんし、自衛隊が『殺し殺される』最初のケースになりかねない今回の決定を断固糾弾し、撤回を強く要求する。南スーダンから自衛隊は撤退し、憲法の精神に立った紛争解決のための外交努力、非軍事の人道支援、民生支援の抜本的強化を行うことこそ求められている」などとする談話を発表しました。
維新 馬場氏「異論ないが責任は政府に」
日本維新の会の馬場幹事長は記者会見で、「異論はないが、南スーダンの情勢がどうなっているのか、われわれはわからない。『駆け付け警護』の任務を付与すると決めた以上は、責任は政府にある」と述べました。
自由 小沢氏「ＰＫＯの理念を考えて」
自由党の小沢代表は記者会見で、「『駆け付け警護』という、へんちくりんな言葉はよくわからず、意味不明なことに賛否を言う考えはない。言葉遊びをしながら、ひとつずつ自衛隊の『兵力』の活用を拡大していくというやり方はよろしくない。ＰＫＯの本来のあり方、理念をもっと深く考えてもらいたい」と述べました。
社民 又市氏「海外派兵の端緒だ」
社民党の又市幹事長は記者会見で、「政府は『戦闘ではなく、衝突だ』とごまかしながら、新任務の付与に躍起になって、今後に大きな禍根を残す、極めて無責任なものと言わざるをえない。自衛隊の海外での武力行使、海外派兵に本格的に踏み込む端緒であり、新任務の付与は断じて認められない」と述べました。
政府「駆け付け警護」現地状況慎重に見極め判断
NHK11月16日 4時19分
政府は、１５日、南スーダンに派遣される自衛隊の部隊に、安全保障関連法に基づいて、「駆け付け警護」など新たな任務を付与することを決めました。これを受けて、来月中旬から、首都ジュバとその周辺で部隊が活動を始めますが、政府は、「駆け付け警護」の実施にあたっては現地の状況などを慎重に見極めて判断していく方針です。
政府は、国連のＰＫＯ＝平和維持活動にあたるため、アフリカの南スーダンに交代で派遣される自衛隊の部隊に、安全保障関連法に基づいて、国連の関係者などが襲われた場合に救援に向かう「駆け付け警護」などの新たな任務を付与することを決めました。
これを受けて、今月２０日から、順次、派遣される自衛隊の部隊が、稲田防衛大臣の命令のもと、来月１２日から、首都ジュバとその周辺で、活動を始めることにしています。
政府は、南スーダンの治安情勢は極めて厳しいものの、部隊が活動する首都ジュバは比較的、落ち着いているとしていますが、野党の一部などには、現地の状況を踏まえれば、自衛隊員の安全を確保できる状況にはないといった批判もあります。
政府は、「駆け付け警護」は部隊の近くでＮＧＯなどが襲われ、ほかに対応できる国連の部隊が存在しないなど極めて限定的な場面で、能力の範囲内で行うものだとしていて、引き続き、現地の状況などを慎重に見極めて判断していく方針です。
駆け付け警護 元陸幕長「リスク最小限化が重要」
NHK11月15日 18時42分
南スーダンに派遣される自衛隊の部隊に、「駆け付け警護」の任務が新たに付与されることについて、陸上自衛隊トップの陸上幕僚長を務めた森勉さんは、「リスクを最小限に抑えていくことが重要だ」と指摘しています。
この中で、森さんは、駆け付け警護の任務が付与されることについて、リスクは伴うと指摘したうえで、「救助の要請があったときに現場の指揮官としては見捨てることは難しい。自衛隊の任務にはおのずとリスクがあるが、それをいかに最小限に抑えられるかが非常に重要になる」と述べました。
そのうえで、南スーダンの治安情勢については、「過去の派遣先と比べても治安は明らかに厳しく、楽観できる情勢ではない。政府軍と反政府勢力の対立は一応、首都では収まっているようだが、大変な状況になる可能性があり、情勢を注意深く見守って部隊の安全を確保する必要がある」と指摘しています。
一方、新しい任務に関する政府の説明について、森さんは、「国民の理解が十分に得られていない部分があると思う。防衛省や自衛隊はいろいろな機会を通じて説明する必要がある」と話していました。
新たな任務とは
新たな任務として付与されることになった「駆け付け警護」は、国連のスタッフなどが武装グループや暴徒化した集団に襲われた場合、その場に自衛隊の部隊が駆けつけ救出する任務です。現場の状況に応じて武器を使う場面も想定され、自衛隊の部隊は自分たちを守る場合に加えて、助けだそうとしている人たちが銃撃されるなどした時も、その警護任務のために武器使用できるとされています。
駆け付け警護のための武器使用は、安全保障関連法で新たに定められたもので、政府は、ＰＫＯ参加５原則が維持されている状況であれば、憲法で禁じられている「武力の行使」にあたることはないと説明しています。
また、併せて、新たに付与される「宿営地の共同防護」は、ＰＫＯ部隊の宿営地が襲撃された場合に、自衛隊が他国の部隊とともに宿営地を守る任務です。南スーダンでの自衛隊の活動拠点は、各国の部隊が集まる宿営地の中にあり、宿営地が襲撃された場合、自衛隊はこれらの国々の部隊とともに防護することが想定されます。
宿営地での他国部隊の防護について、政府は「他国の兵士たちと自衛隊員はいわば運命共同体だ」などとして、自分たちを守るための武器使用に含まれると説明しています。
駆け付け警護 想定される場面は
新たな任務のうち、駆け付け警護は、現場レベルで武器使用の決定など難しい判断を求められる可能性がありますが、政府は自衛隊が対応するのは限定的な場面だとしています。
南スーダンのＰＫＯには、自衛隊のように道路の整備などを行う施設部隊のほか、警備を担当する歩兵部隊や医療部隊、航空部隊などが各国から派遣されています。
このうち駆け付け警護を担うのは歩兵部隊で、ＰＫＯの現地司令部が、歩兵部隊を出しているエチオピアやネパールなどの部隊長に命令を出すことになっています。このため、政府は、施設部隊である自衛隊の部隊が駆け付け警護を行うのは、道路整備などをしている際に近くで国連スタッフなどが襲われ、緊急に対応できるのが自衛隊しかいない場合などに限られているとしています。
一方、国連は、ことし７月の政府軍と反政府勢力の衝突で、市民や国連職員などに多数の死傷者が出たことを受け、民間人の保護を強化する姿勢を示しています。現地のＰＫＯ部隊が市民を守ろうとしなかったと強く非難して、現地の司令官を解任するとともに、部隊の組織や装備など態勢の見直しを行うことを明らかにしました。
こうした中、再び市民を巻き込んだ激しい衝突が起きた場合、現場の状況によっては自衛隊が難しい判断を迫られる場面も想定されます。
現地の治安情勢は
南スーダンでは、ことし７月、自衛隊が活動する首都・ジュバで、大統領派の政府軍と当時の副大統領を支持する反政府勢力による大規模な武力衝突が起き、２７０人以上が死亡しました。これを受けて、自衛隊は、先月末までのおよそ３か月間、宿営地の外での活動を中止し、宿営地内で避難民用のテントの設置などに当たりました。
南スーダンでは、３年前にも大統領派と副大統領派の大規模な武力衝突が起き、去年８月に双方が和平協定に合意しましたが、その後も治安は改善されず、大統領派と副大統領派のそれぞれの民族間の対立が激しさを増しています。
国際的な人権団体は、ことし７月の衝突について独自の調査結果を取りまとめ、政府軍が市民を無差別に攻撃したとして強く非難しました。国連は「ＰＫＯ部隊が市民の保護に失敗した」として、ケニア人の司令官を解任するとともに、民間人の保護を強化する姿勢を示しています。
しかし、司令官の解任にケニア政府が強く反発し、およそ１０００人の部隊を引きあげさせると発表。９日から部隊の撤収が始まり、周辺国が中心となって模索してきた事態打開に向けた取り組みに影響を及ぼすおそれが出ています。
南スーダンの情勢について、日本政府は、各地で武力衝突がたびたび起きているが首都・ジュバは、現在は比較的落ち着いている状態で、自衛隊が活動する前提となるＰＫＯ参加５原則は、引き続き維持されているとしています。
官房長官「任務と権限付与のほうがリスク低減に」
菅官房長官は午後の記者会見で、「自衛隊の任務は、これまでも常にリスクは伴うものであった。新たな任務にも、これまで同様にリスクがあるということも事実だが、万が一にも邦人に不測の事態がありえる以上、駆け付け警護という、しっかりした任務と必要な権限を付与して事前に十分な訓練を行ったうえで態勢を整えたほうが、邦人の安全に資するだけでなく、任務を実際に行う際の自衛隊のリスクの低減にも資する面がある」と述べました。
そのうえで、菅官房長官は、「十分な教育訓練を行ったうえで、現地の実情に応じた正確なリスク分析のもとに、きめ細かな準備と安全確保対策を講じてリスク低減というものを図っていきたい」と述べました。
しんぶん赤旗2016年11月16日(水)

南スーダンから撤退を　赤嶺議員　新任務の付与を追及　衆院委
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（写真）質問する赤嶺政賢議員＝１５日、衆院安保委


　日本共産党の赤嶺政賢議員は１５日の衆院安全保障委員会で、政府が同日、南スーダンＰＫＯ（国連平和維持活動）に安保法制に基づく新たな任務の付与を閣議決定した安倍政権を追及し、南スーダンからの自衛隊の撤退を求めました。

　赤嶺氏は、他国軍とともに行う「宿営地共同防護」について質問。７月に首都ジュバで発生した大統領派と前副大統領派との軍事衝突で、国連施設の間近で戦車や砲撃ヘリが使用され、ＰＫＯ要員２人と２０人以上の住民が犠牲となったことなどをあげ、同様の事態が発生した場合の対応をただしました。

　稲田朋美防衛相は「７月の武力衝突はかなり苛烈（かれつ）なものだった」と認める一方で、「自衛隊が対応可能な役割分担を、事前に（他国軍と）調整し訓練する」と述べました。

　赤嶺氏は「応戦すれば、憲法が禁止した海外での武力行使そのものだ。自衛隊員が（紛争に）巻き込まれる結果は目に見えている」と批判しました。

　「駆け付け警護」について、改定ＰＫＯ法は、南スーダンの同意が活動期間を通じて「安定的に維持される」ことを「駆け付け警護」の実施要件としています。赤嶺氏は、国連の独立調査機関が１日に公表した報告書で、７月のジュバでの戦闘で大統領・前副大統領両派の和平合意が「崩壊した」と指摘していることを示しました。

　稲田防衛相は、前副大統領派が支配地域を確立していないことなどをあげて、「受け入れ合意は成立している」との答弁を繰り返しました。

　赤嶺氏は、国連が民族間の大量虐殺を防ぐための和解の取り組みを求めていることをあげ「政府は、和解に向けた外交努力や民生支援で積極的な役割を果たすべきだ」と強調しました

南スーダン 首相「困難ならば撤収ためらわず」
NHK11月15日 11時24分
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安倍総理大臣は、参議院の特別委員会で、南スーダンに派遣している自衛隊に、新たに「駆け付け警護」の任務を付与することをめぐって、「安全を確保しつつ、有意義な活動を実施することが困難と判断する場合には、撤収をちゅうちょすることはない」と述べました。
安倍総理大臣は、参議院の特別委員会で、南スーダンに自衛隊を派遣する意義を問われたのに対し、「南スーダンの平和と安定は南スーダン１国のみならず、周辺諸国、アフリカ全体の平和と安定につながる。南スーダンは、みずからの力だけでは平和と安定を確保することができず、わが国も自衛隊を派遣し、自衛隊にしかできない仕事を行っており、大きな意義がある」と述べました。
そのうえで、安倍総理大臣は、「南スーダンの治安状況は極めて悪く、多くの市民が殺傷される事態がたびたび生じているが、武力紛争の当事者となりうる国家に準ずる組織は存在しておらず、ＰＫＯ法上の武力紛争が発生したとは考えていない。治安情勢の悪化が起きているのは、ジュバ以外、特に南西部および北部であり、ジュバは比較的安定している」と述べました。
そして、安倍総理大臣は、「ＰＫＯ参加５原則が満たされている場合であっても、安全を確保しつつ、有意義な活動を実施することが困難と判断する場合には、撤収をちゅうちょすることはない。閣議決定にも初めて明記した」と述べました。
武器使用拡大へ未経験領域　南スーダンPKO

共同通信2016/11/15 22:20
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PKO施設内の陸上自衛隊部隊による防護壁設置作業現場で警戒する陸自隊員＝14日、南スーダン・ジュバ（共同）

　政府は15日、南スーダンの国連平和維持活動（PKO）に参加する陸上自衛隊に安全保障関連法に基づく「駆け付け警護」を付与することを閣議決定した。武器使用範囲を拡大させた上で実施する任務で、戦闘に巻き込まれる危険性が増大するとの懸念は拭えない。自衛隊の海外活動は、踏み入ったことのない新たな領域に入った。

　稲田朋美防衛相は午後、防衛省で新任務に関して「しっかり状況を見つつ、任務を果たし、国際貢献する。助けられる人を見殺しにしない制度だと説明していく」と記者団に強調した。

　離れた場所にいる国連職員らを助けに行く駆け付け警護は、隊員や周辺者の身を守る従来の正当防衛・緊急避難の「自己保存型」に加え、任務遂行への妨害行為に警告射撃や威嚇を行う「任務遂行型」の武器使用が初めて可能となった。

　政府が発表した「基本的な考え方」では、派遣部隊は「施設部隊であり治安維持は任務ではない」とし、他の国連部隊がいないなど「極めて限定的な場面」で行うとしている。ただ警告射撃は武装勢力や暴徒を挑発し、衝突を誘発しかねない。

　別の新任務の「宿営地の共同防衛」に関し、首都ジュバでは同じ区域に日本やルワンダなど複数の国が拠点を置く。これまで日本は自らの宿営地以外では対処できなかった。宿営地では武器使用は自己保存型に限られるが、今後は避難民が押し寄せたり、武装勢力の襲撃を受けたりする際、共同で任務に当たることになる。

　共同防衛は、安保関連法に含まれるPKO協力法の改正で具体的に規定が設けられた。政府は当然の権利だとしてPKOの実施計画を追加する閣議決定手続きは不要としている。

　新任務に伴い、政府は現地の医官を3人から4人に増やす方針だ。さらに、状況把握や事後的な検証を目的として隊員の行動を記録する装着型小型カメラを配備する。

「駆け付け警護」閣議決定＝来月１２日から実施可能－南スーダンＰＫＯ派遣部隊


　政府は１５日、南スーダンの国連平和維持活動（ＰＫＯ）に関し、今年３月施行された安全保障関連法に基づく新任務「駆け付け警護」を盛り込んだ実施計画の変更を閣議決定した。従事する自衛隊は任務遂行に必要な警告射撃などの武器使用が認められ、任務拡大に伴うリスクも指摘される。日本の国際貢献は新たな段階に入った。
〔写真特集〕陸上自衛隊「１０式」戦車 
　稲田朋美防衛相は１８日に、次期派遣部隊となる第１１次隊に新たな任務を付与する派遣命令を出す。第１１次隊は陸上自衛隊第９師団（青森市）を中心とする部隊で、要員は約３５０人。今月２０日から順次現地に送られ、道路などのインフラ整備活動に従事する。新任務が実施可能となるのは、第１０次隊と交代する１２月１２日の予定だ。
　菅義偉官房長官は１５日午前の記者会見で、今回の決定について「国際貢献に大きく寄与できる」と意義を強調。「救援要請があった場合、自衛隊が近くにいて何もしない、というわけにはいかない」とも語った。
　安倍晋三首相は１５日午前の参院環太平洋連携協定（ＴＰＰ）特別委員会で、南スーダンの治安情勢に関する報告書を発表した国連に照会した結果、「首都ジュバは比較的安定している」との回答があったことを明らかにした。
　駆け付け警護は、離れた場所にいる国連職員やＮＧＯ関係者が武装集団や暴徒などに襲われ、その要請を受けた場合、自衛隊員が武器を持って現地に行き、救出する任務。ＰＫＯの拠点である宿営地を他国部隊と連携して守る「共同防護」も可能になるが、実施計画には盛り込まれなかった。いずれも安保関連法に基づく新たな任務だ。（時事通信2016/11/15-11:12）
駆け付け警護は「一時的措置」　極めて限定的な場面、政府見解

共同通信2016/11/15 19:15

　政府は15日、南スーダンの首都ジュバで活動する自衛隊への新任務付与に際し「基本的な考え方」をまとめた。救援要請に応じて現場に急行する「駆け付け警護」は「一時的な措置」で、他の国連部隊が対応できないなど「極めて限定的な場面」で実施されると強調。もう一つの新任務「宿営地の共同防衛」は、他国と一緒に対処することで隊員の危険の低減に資すると力説した。

　現地の治安情勢悪化を受け、自衛隊へのリスクを懸念する声に対応した形だ。だが南スーダン軍と反政府勢力の衝突は自衛隊撤収の条件となる「武力紛争」と法的に解釈しない考えも明記した。

南スーダン首都の治安は不安定　国連報告書が指摘

共同通信2016/11/15 15:43

　【ニューヨーク共同】国連の潘基文事務総長は14日までに、南スーダンの治安情勢などに関する最新の報告書をまとめた。報告書は陸上自衛隊が国連平和維持活動（PKO）に参加している首都ジュバやその周辺の治安情勢について不安定な状況が続いていると指摘した。

　岸田文雄外相はジュバの治安について南スーダン国内の他の地域と比べ落ち着いていると説明しているが、依然として予断を許さない状態と言えそうだ。

　報告書は8月12日から10月25日までの情勢をまとめており、ジュバやその周辺の治安情勢について「volatile（不安定な、流動的な）」状態が続いていると記載されている。

駆け付け警護付与に反対＝民進、共産
　民進党の山井和則国対委員長は１５日の記者会見で、南スーダンに派遣する自衛隊に「駆け付け警護」の付与が閣議で決まったことについて、「（憲法の）平和主義が今回の駆け付け警護で崩れ去る危険性がある。強く反対する」と述べた。
　共産党の小池晃書記局長は「自衛隊が『殺し、殺される』最初のケースになりかねない。断固糾弾し、撤回を強く要求する」とした談話を発表。社民党の又市征治幹事長も会見で「ＰＫＯ参加５原則が満たされておらず、南スーダンから撤退すべきだ」と主張した。
　一方、日本維新の会の馬場伸幸幹事長は会見で「付与したことに異議はない」と語った。（時事通信2016/11/15-14:43）
野党、駆け付け警護の付与に反対　自衛隊撤退要求も

共同通信2016/11/15 19:19

　野党は15日、「駆け付け警護」の新任務を陸上自衛隊に付与する閣議決定に反対姿勢を強めた。陸自部隊の派遣先となる国連平和維持活動（PKO）が展開する南スーダンの治安情勢が不安定なのを踏まえ、部隊の撤退を求める声も出た。

　民進党の蓮舫代表は常任幹事会で「南スーダンの状況が流動的な中で慎重な判断をしたのか」と批判した。同党と自由党は15日、自衛隊の救急救命体制が脆弱だとして、医官の増員や医療装備の拡充を推進する法案を衆院に共同提出した。

　共産党の志位和夫委員長は中央委員会総会で「停戦合意などPKO参加5原則は崩壊しており、自衛隊は撤退すべきだ」と強調した。

駆け付け警護、１５日閣議決定＝自衛隊ＰＫＯ活動に転機
　政府は１５日の閣議で、南スーダンの国連平和維持活動（ＰＫＯ）に派遣する陸上自衛隊部隊の実施計画の変更を決定する。安全保障関連法に基づき「駆け付け警護」の新任務を付与する内容で、自衛隊のＰＫＯ活動は転機を迎える。
　政府は現地の治安状況に関し、自衛隊が活動する首都ジュバは「比較的落ち着いている」との認識。稲田朋美防衛相らの視察結果を踏まえ、安全を確保しつつ活動できると判断した。（時事通信2016/11/14-16:07）
駆け付け警護 防衛相「携行救急品を米軍同様に」
NHK11月15日 20時51分
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「駆け付け警護」などの任務が新たに付与される自衛隊の部隊の装備について、稲田防衛大臣は、「全隊員が装備する個人携行救急品をアメリカ陸軍の救急品と同様の機能を保持するよう品目の追加を行う」という考えを示しました。
これは、稲田防衛大臣が衆議院安全保障委員会で明らかにしたもので、「駆け付け警護」などの任務が新たに付与される自衛隊の部隊の装備について、「他国の部隊の医療態勢などを踏まえ、万一の事態の際も適切に対処できるようにする観点から、全隊員が装備する個人携行救急品をアメリカ陸軍の救急品と同様の機能を保持するよう品目の追加を行う」と述べました。
そのうえで稲田大臣は、「『駆け付け警護』を行う場合には、的確な救命能力を有する専門的な教育を受けた要員をあらかじめ同行させることにより、万全の態勢をとることを想定している」と述べました。
民進・自由 自衛隊の救急救命体制整備を 法案提出
NHK11月15日 20時57分
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自衛隊に「駆け付け警護」の任務が、新たに付与されることも踏まえ、民進党と自由党は、任務に当たる自衛隊員の救急救命体制がぜい弱だとして、政府に、救急救命処置を行う隊員の養成など、体制の整備を求める法案をまとめ、衆議院に共同で提出しました。
政府は、１５日の閣議で、南スーダンに派遣される自衛隊の部隊に、安全保障関連法に基づいて、国連の関係者などが襲われた場合、救援に向かう「駆け付け警護」の任務を新たに付与する実施計画を決定しました。
これを踏まえ、民進党と自由党は、任務に当たる自衛隊員が、生命の危険にかかわるような傷を負った場合の救急救命体制が、他国に比べてぜい弱だとして、政府に体制の整備を求める法案をまとめ、１５日、衆議院に共同で提出しました。
法案では、政府に対し、救急救命処置を行う隊員の養成や、病院などへ迅速に搬送する体制の確保など、体制整備に向けた基本計画の策定などを義務づけています。
法案を提出した民進党の後藤・国会対策副委員長は、記者会見で、「現場で重傷を負った自衛隊員に対し、救急救命処置を行うことの必要性は極めて高い。『駆け付け警護』の前提として、自衛隊員の安全を守ることが大切だ」と述べました。
米、沖縄北部訓練場返還通知へ　日本側に週内

共同通信2016/11/16 02:00

　在日米軍は15日、沖縄県の北部訓練場（東村、国頭村）を現地視察し、日本側への部分返還の条件としているヘリコプター離着陸帯（ヘリパッド）建設工事の完了見通しが立ったことを確認した。これを受け、年内に返還する方針を週内に日本側へ正式に通知する。日本政府関係者が明らかにした。

　日米両政府は、12月20日に返還式典を開く方向で調整に入っている。日本政府は、沖縄の基地負担軽減の実績としてアピールし、沖縄県側が反対する米軍普天間飛行場（宜野湾市）の名護市辺野古移設に理解を得たい考えだ。

二重の差別意識が隠れている　精神科医・香山リカさん【インタビュー「土人」発言・18】

沖縄タイムス2016年11月14日 10:00

土人発言問題香山リカ著名人沖縄差別
　９月に短い期間だったが高江に行った。地元住民が静かに粘り強く抗議する姿に、「これは政治闘争ではなく暮らしを守る闘いだ」と思った。しかし東京に戻ってこの話をしても、正直言って反応は鈍い。「大変なのはわかるが、ここは沖縄の人たちに我慢してもらって」と思っているのだ。自分で意識していない人もどこかで沖縄を見下している。これは沖縄に対する差別にほかならない。



香山リカさん

　「土人」発言には、二重の差別意識があると思う。「権力者が決めたことなのだから建設計画に従うべき」という権力側にいる機動隊員として一般市民を見下す意識、さらに「特に沖縄は黙って受け入れるべきだ」と沖縄に対する差別が加わっている。そして残念ながら、後者の「沖縄への差別」は多くの人の意識の中に隠れていることは先に言った通りだ。

　人は真実を指摘されると、かえって否定して認めないことがある。「差別ではない」と取り繕う鶴保大臣らの態度にもそれを感じる。沖縄の人たちはひるむことなく、「差別するな」と声を上げてほしい。

　応援する人たちは本土にもたくさんいる。私たちは、もう決して沖縄を見捨てたりしない。そう心に決めたのは私だけではないはずだ。

そこが知りたいオスプレイ計画（１）　配備、何のため
国策と地方　第１２章
佐賀新聞2016年11月15日 09時45分 
■水陸機動団の輸送手段
　佐賀空港への自衛隊新型輸送機オスプレイ配備計画を巡る動きは、防衛省が駐屯地の施設配置案や演習場への飛行ルートを例示するなど計画の全体像が見え始め、米軍機によるデモフライトも実施された。一方で情報不足や説明不足を指摘する声は根強い。なぜオスプレイが佐賀空港に配備されるのか。住民の疑問を改めて探り、論点を整理する。
	


	水陸両用訓練で海上を進む陸上自衛隊相浦駐屯地のゴムボート＝長崎県佐世保市の相浦海岸（２０１５年７月１６日）


　　　◇　　　　　◇
　防衛省はオスプレイを、２０１７年度末に佐世保に新設する「水陸機動団（仮称）」の輸送手段と位置付けている。では水陸機動団とは何か。南西諸島などの島しょ防衛のために創設される特別な部隊で、「日本版海兵隊」ともいわれる。
　現在、佐世保市の陸上自衛隊相浦駐屯地にある西部方面普通科連隊（７００人規模）は、ゲリラや特殊部隊などによる島しょ部への侵略行為や災害派遣に対応する。島しょ部での作戦展開のノウハウを持つ部隊を軸に、（１）着上陸する部隊（２）水陸両用車を運用する部隊（３）火力によって上陸を支援する部隊－などで構成する３千人規模の専門部隊に発展させ、水陸機動団として配置する計画だ。
　１３年に閣議決定した防衛大綱では、弾道ミサイル開発を進める北朝鮮の軍事的挑発行為や軍の艦艇、航空機による太平洋への進出を常態化させている中国の脅威を強調している。その上で「島しょへの侵攻があった場合に速やかに上陸・奪回・確保するための本格的な水陸両用作戦能力を新たに整備する」とした。
　米海兵隊は、水陸両用作戦に必要な着上陸、火力支援、海上輸送などの各種機能をバランスよく保有しており、自ら水陸両用作戦を行うことができる「自己完結型」だが、水陸機動団は航空・海上自衛隊の部隊と統合運用が必要になる。
　上陸作戦を担う部隊、水陸両用車を運用する部隊のほか、偵察、通信、施設、後方支援、教育など役割ごとに部隊を編成。相浦駐屯地のほか、大分・玖珠駐屯地にも水陸両用車を運用する部隊を一部配置する。
　部隊で運用する装備の一つがオスプレイだ。そのほかに水陸両用車ＡＡＶ７を導入する。オスプレイは１７機、ＡＡＶ７は５２両で、取得費用を１６年度政府予算から単純計算すると、オスプレイが１機当たり１１０億円ほど、ＡＡＶ７は約７億円になる。
　オスプレイは、主翼翼端のプロペラの角度が変わることで垂直離着陸ができる特殊な構造のため乗員の訓練も必要で、訓練費用や予備の部品なども含めると費用が１機当たり２００億円に及ぶとの指摘もある。
　部隊創設に否定的な見方をする専門家は少なくない。軍事評論家の田岡俊次氏は「水陸機動団は尖閣諸島が占領された場合に奪還を目指すが、離島の攻防の決め手は航空優勢（制空権）だ」と強調、「敵の制空権下の海上を島に向かう輸送艦とオスプレイはおそらく全滅する」と言い切る。
　「逆に味方に制空権があれば、敵は攻めて来られず、隙を見て上陸したとしても補給を断てば降伏する。オスプレイやＡＡＶ７を購入する金でレーダーに映りにくいＦ３５戦闘機を約２０機追加購入する方がまだ合理的だ」と指摘する。
駐留費、トランプ氏に理解求める＝安倍首相、現実路線へ修正期待
　トランプ次期米大統領が主張していた在日米軍駐留費の全額負担について、安倍晋三首相は拒否する考えを明確にした。アジア太平洋地域の安定は、日米共通の利益との立場からだ。首相はトランプ氏との会談で、こうした立場を伝え、理解を求める考えだ。
　「日米安保体制は、日米どちらかが利益を享受する仕組みではない。日米共に駐留米軍が果たす役割によって利益を得ている」。首相は１４日の参院環太平洋連携協定（ＴＰＰ）特別委員会でこう述べ、駐留費を日米両国で分担することの正当性を強調した。
　トランプ氏は選挙中、日本が駐留費の全額負担に応じなければ、在日米軍の「撤収準備をしなければならない」などと発言。日本の核武装を容認する選択肢に踏み込んだこともあった。
　ただ、選挙後は、トランプ氏も過激な発言を控えている。「選挙戦ではさまざまな議論が展開されるが、（大統領の）椅子に座れば、その重みは伝わってくる」。首相は特別委でこう述べ、トランプ氏が現実的な政策へと修正を図ることに期待を示すと同時に、１７日に米ニューヨークで予定する会談で率直に意見を交わす意向を示した。
　政府は、トランプ氏の主張について、日米安保体制に対する認識不足が原因と分析。「トランプ氏はビジネスマンだから、何がそろばんにかなうか伝えていくのが大事だ」（外務省幹部）として、働き掛けを強める方針だ。
　もっとも、トランプ次期政権が日本側負担の増額を要求してくることは避けられそうにない。民進党の長島昭久元防衛副大臣は１４日、トランプ氏の外交アドバイザー、マイケル・フリン元国防情報局長官と先に会談した際、「（駐留費を含む）日本の防衛費にこだわっていた」と指摘した。（時事通信2016/11/14-20:17）
首相、米軍駐留は双方に利益　経費負担は「適正」

共同通信2016/11/14 14:57

　安倍晋三首相は14日の参院環太平洋連携協定（TPP）特別委員会で、トランプ次期米大統領が選挙戦中に在日米軍駐留経費の負担増を求める発言を繰り返していたことに関し、現状の負担が適正だとの認識を示した。「日米とも駐留米軍が果たす役割によって利益を得ていると考えるべきだ」と述べた。

　在日米軍について「日本のみを守るのではなく、アジア太平洋地域全体の平和と安全を守る上で重要な役割を果たしていて、米国の前方展開戦略の要だ。米国のさまざまな権益を守ることにつながっている」と指摘。「駐留経費も日米間で適切な分担が図られるべきだと考えている」と語った。

米軍駐留費、全額負担を拒否＝安倍首相「米国の権益」強調
　安倍晋三首相は１４日の参院環太平洋連携協定（ＴＰＰ）特別委員会で、トランプ次期米大統領が在日米軍駐留経費を日本が全額負担するよう主張してきたことについて、「日米間で適切な分担が図られるべきだ」と述べ、拒否する考えを表明した。
　首相は「在日米軍は（アジア太平洋）地域全体の平和と安全を守る上で重要な役割を果たし、米国の前方展開戦略の要だ」と強調。その上で「米国のさまざまな権益を守っていくことにつながっていく」と述べ、日本駐留で米国も利益を享受しているとの認識を示した。
　日本は今年度、米軍基地の光熱費や人件費などの思いやり予算に加え、基地周辺の環境対策費など計約７６００億円を支出している。首相は、１７日にニューヨークで会談するトランプ氏に対し、こうした現状を説明して理解を得たい考えだ。
　トランプ氏が日本の核保有を容認する考えに言及したことに関し、首相は「わが国の原子力利用は平和目的に厳しく限定されている。核兵器を保有することはあり得ない」と語った。いずれも公明党の浜田昌良氏への答弁。　（時事通信2016/11/14-16:05）
首相 在日米軍駐留費は日米で適切分担を
NHK11月14日 18時37分
安倍総理大臣は参議院の特別委員会で、アメリカのトランプ次期大統領が選挙期間中、日本に負担の増額を求めた在日アメリカ軍の駐留経費について、駐留は地域の平和と安定や日米双方の利益の確保につながっているとして、両国で適切に分担すべきだという考えを示しました。
ＴＰＰ＝環太平洋パートナーシップ協定の国会承認を求める議案などを審議している参議院の特別委員会では、アメリカのトランプ次期大統領が選挙期間中にＴＰＰ協定からの離脱に言及したことや、トランプ氏の外交・安全保障政策などをめぐる質問が相次ぎました。
公明党の浜田・元復興副大臣は、「トランプ氏は、在日アメリカ軍の駐留経費の負担増額や日本の核兵器の保有にも言及した。今月１７日の会談では、日米同盟の重要性とともに核武装の意思が無いことを説明してほしい」と求めました。
これに対し、安倍総理大臣は、「在日アメリカ軍は、日本のみならず地域の平和と安定を確保し、同時にアメリカのさまざまな権益も守っていくことにつながり、日米ともに駐留米軍によって利益を得ていると考えるべきだ。駐留経費についても、日米間で適切な分担が図られるべきものと考えている」と述べました。また、安倍総理大臣は、「非核三原則は、わが国の国是であり、今後とも堅持していく。わが国は、ＮＰＴ＝核拡散防止条約上、核兵器の製造や取得などを行わない義務を負っている。さらに、法律上も原子力利用は平和目的に厳しく限定されており、核兵器を保有することはありえない」と述べました。
一方、ＴＰＰ協定をめぐり、共産党の大門・参議院国会対策副委員長は「トランプ氏は協定からの離脱をちらつかせて再交渉を迫るのではないか。今の議案を審議する意味は無く、日本もＴＰＰから撤退すべきだ」と主張しました。
日本維新の会の片山共同代表は、「ほかの協定加盟国も様子を見ているが、これだけ各国が時間をかけ、苦労して作り上げたものを諦めるのは大変問題だ」と指摘しました。
参議院の会派「無所属クラブ」の行田邦子・参議院議員は、「協定の発効が極めて不透明な情勢の中、仮にアメリカから２国間の協定を持ちかけられた場合には、どう対応するのか」とただしました。
日本のこころを大切にする党の和田政宗・参議院議員は、「欧米列強によるブロック経済や保護主義が戦争につながった。こうした状況を繰り返さないためにも自由貿易は重要だ」と主張しました。
こうした質問に対し、安倍総理大臣は、「国会でＴＰＰが承認され、関連法案が成立することで、自由貿易を主張する、わが国の決意と、結果を出す力を示すことができる。アメリカが政権交代期にある今、わが国こそが早期発効を主導しなければならず、国会承認により、再交渉はしないという、立法府を含めた、わが国の意志が鮮明になる。今後、加盟国に早期の承認を働きかけていきたい」と述べました。
また、安倍総理大臣は、「今の段階では、ＴＰＰのアメリカによる批准に向けて、さまざまな機会を捉えて働きかけていきたい。グローバル経済圏を作り、しっかりとしたルールが適用される、このＴＰＰをぜひ、成就させたい」と述べました。
このほか、自由党の山本太郎共同代表は、ＴＰＰ協定に盛り込まれた、海外に進出して損害を受けた企業が国際的な仲裁機関に訴訟を起こす「ＩＳＤＳ」条項について、「協定でいちばん危険な内容だ。日本に対する訴訟が起こされることは無いのか」とただしました。
これに対し、石原経済再生担当大臣は、「ＴＰＰ協定に違反する措置を取ることは無く、今後とも、わが国が『ＩＳＤＳ』条項によって相手企業から訴えられるような事態は発生しづらい」と述べました。
石破元防衛相 日米同盟での自衛隊の役割検証すべき
NHK11月15日 21時02分
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石破元防衛大臣は、名古屋市で講演し、アメリカのトランプ次期大統領が選挙期間中、在日アメリカ軍の駐留経費の負担の増額を日本に求めたことに関連して、日米同盟における自衛隊の役割などを検証する時期に来ているという認識を示しました。
この中で、石破・元防衛大臣は、アメリカのトランプ次期大統領が選挙期間中、在日アメリカ軍の駐留経費の負担の増額を日本に求めたことについて、「トランプ氏が大統領になれば、日本にもっとカネを出せと言ってくるかもしれないが、『もっと出します』と言うのはもってのほかで、『今でも多く負担しているので、勘弁してくれ』というのも取るべき態度ではない」と述べました。
そのうえで、石破氏は、「日本の自衛隊ができるのに、アメリカにやらせてきたことはないのかなど、日米同盟で、わが国が果たしている役割を把握して、日米安全保障体制が、いつまで続くのか、真剣に議論しなければならない」と述べ、日米同盟における自衛隊の役割などを検証する時期に来ているという認識を示しました。
ＥＵ各国 防衛面の連携強化する方針で大筋合意
NHK11月15日 7時45分
ＥＵ＝ヨーロッパ連合各国は防衛面の連携を強化する方針で大筋合意し、アメリカのトランプ次期大統領がヨーロッパの防衛への関与に消極的とされる中、ＥＵ独自の安全保障政策をどこまで進めるべきか議論が加速するものとみられます。
ＥＵは、１４日ベルギーのブリュッセルで外相会議を開き、ＥＵの今後の防衛戦略について協議しました。
この中で、各国は、域外の紛争を含め、ヨーロッパの安全を脅かす事態が起きた際に、連携して軍の派遣を行うことや各国の軍の装備の拡充と共同開発などを目指す方針で大筋合意しました。
ＥＵ内では、アメリカのトランプ次期大統領がヨーロッパの防衛に関与することに消極的だとみられて懸念が広がっており、ヨーロッパ独自の防衛戦略を求める声がフランスやドイツから上がっています。
一方、イギリスや東ヨーロッパの国などは、ＥＵ独自の戦略はＮＡＴＯ＝北大西洋条約機構との競合を招くおそれがあるとして慎重な姿勢を示し、足並みの乱れが生じています。
会議後の記者会見でＥＵのモゲリーニ上級代表は「強いＥＵはＮＡＴＯ、そしてアメリカとの関係を補強するものであると同時に、ヨーロッパの自衛に欠かせない」と述べて、今後も協議を重ね、ＥＵ独自の安全保障政策をどこまで進めるべきか議論を加速させたい考えを示しました。
軍事情報協定、１７日次官会議に上程＝韓国
　【ソウル時事】韓国外務省報道官は１５日、日韓両政府が実質合意し、仮署名した軍事情報包括保護協定（ＧＳＯＭＩＡ）について、１７日の次官会議に上程されることを明らかにした。次官会議の議決を経ると、閣議決定へと進む見込み。
　次官会議での議決は、本署名に向けた国内法に基づく手続きの一つ。日韓両政府は早期署名を目指しているが、協議中止を求める韓国野党は韓民求国防相の解任建議案を国会に提出する方針で、先行きは不透明だ。（時事通信2016/11/15-17:45）
韓国との情報協定、早期本署名目指す＝岸田外相
　岸田文雄外相は１５日の閣議後の記者会見で、韓国政府との間で仮署名した軍事情報包括保護協定（ＧＳＯＭＩＡ）に関し、「北朝鮮の核・ミサイル問題への対応は重要で、安全保障分野での日韓協力をさらに進める。できるだけ早期に署名したい」と語った。
　韓国では、朴槿恵大統領の親友による国政介入疑惑を、野党側が厳しく追及。野党は同協定の締結にも反対しており、手続きの見通しは不透明だ。（時事通信2016/11/15-10:09）
軍事情報協定に仮署名＝朴氏問題で遅れも－日韓
　日韓両政府は１４日、軍事情報包括保護協定（ＧＳＯＭＩＡ）に関する実務者協議を東京・霞が関の外務省で開き、実質合意に達したとして仮署名した。対北朝鮮での連携を強化するため、日本側は年内の正式署名を目指している。ただ、朴槿恵大統領の親友の国政介入疑惑を受け、韓国野党は締結に強く反対しており、韓国の国内手続きが遅れる可能性もある。
　同協定は、北朝鮮の核・ミサイル問題への対処などで軍事情報の共有を進めるのが狙い。日韓両政府は２０１２年に署名直前まで手続きを進めたものの、韓国政府が閣議決定を公表せずに批判を浴びたことから、延期された。（時事通信2016/11/14-20:19）
日韓の機密情報共有協定 政府は韓国の対応見守る
NHK11月15日 4時52分
政府は、韓国と安全保障上の機密情報を共有するための協定を早期に締結したいとしていますが、パク・クネ（朴槿恵）大統領が、知人や側近らが逮捕された事件で窮地に立たされていることなどから、韓国側の手続きが順調に進むか懸念する声もあり、対応を見守ることにしています。
日韓両政府は、安全保障上の機密情報を共有・保護するための協定＝ＧＳＯＭＩＡについて、１４日、実務者による協議を行い、共有する情報の範囲や情報を保護するためのルールなど、具体的な内容で実質合意しました。
これを受けて、政府は、協定の締結に向けた日本国内の手続きを速やかに進めたいとしています。
協定について、政府関係者は「核実験や弾道ミサイルの発射を繰り返す北朝鮮に対する韓国の危機感は強く、必要性に関する認識はこれまで以上に高まっている」としています。
ただ、韓国側は、４年前、協定の内容で実質合意したあと、締結の直前、国内情勢を理由に一方的に延期を申し入れた経緯があります。
さらに、パク・クネ大統領が、知人や側近らが逮捕された事件で窮地に立たされているのに加え、韓国の野党には、安全保障分野で日本との協力を深めることに根強い反発もあります。
このため、政府内には韓国側の手続きが順調に進むか懸念する声もあり、対応を見守ることにしています。
日韓両政府 機密情報協定の内容で実質合意
NHK11月14日 20時23分
日韓両政府は、北朝鮮が核実験や弾道ミサイルの発射を繰り返す中、安全保障分野での連携をさらに強化する必要があるとして、安全保障上の機密情報を共有するための協定の内容で実質合意し、今後、締結に向けて国内手続きを速やかに進めたいとしています。
日韓両政府は、安全保障上の機密情報を共有・保護するための協定＝ＧＳＯＭＩＡについて１４日午後、東京の外務省で、外務・防衛当局の課長らが協議を行いました。
そして、北朝鮮が核実験や弾道ミサイルの発射を繰り返す中、安全保障分野での連携をさらに強化する必要があるとして、共有する情報の範囲や情報を保護するためのルールなど協定の具体的な内容で実質合意しました。
日韓両政府は、今後、協定の締結に向けて国内手続きを速やかに進めたいとしています。
両政府は、４年前にも協定の内容について実質合意し署名を行う予定でしたが、直前になって韓国側が一方的に延期を申し入れた経緯があり、その後、今月１日から協議が再開されていました。
共産、野党連合政権樹立を＝衆院選へ共闘発展－党大会決議案
　共産党は１５日午後、第７回中央委員会総会を党本部で開き、志位和夫委員長が今後３年程度の党運営の基本方針となる党大会決議案を示した。決議案は、次期衆院選に向け民進党などとの野党共闘の発展に全力を尽くすことを明記し、「野党連合政権」の樹立を目標に掲げた。来年１月、３年ぶりに開催する党大会で採択する。
　共産党は昨年９月の中央委員会総会で、安全保障関連法廃止を目的とした野党連立による「国民連合政府」構想を提唱した。今回、中央委総会より格上の党大会の決議として、野党連合政権樹立を位置付けることで、民進党などと共闘具体化に向けた協議を加速させたい考えだ。ただ、閣内に入るのか、閣外協力なのかは明確にしていない。民進党は共産党との連立政権を否定しており、調整は難航必至だ。（時事通信2016/11/15-20:13）
共産、野党共闘へ方針＝中央委総会が開幕
　共産党は１５日午後、第７回中央委員会総会を党本部で開いた。志位和夫委員長が来年１月の党大会に提案する決議案を説明。次期衆院選での民進党などとの野党共闘の基本方針を示し、党勢拡大に向けた決意を表明した。
　野党共闘について、志位氏はこれまで「共産候補を一方的に降ろすことは全く考えていない」と明言。民進党に対し、（1）脱原発を含めた共通政策づくり（2）統一候補の相互推薦（3）政権問題の前向きな合意－の３点を要求しているが、民進党は難色を示しており、調整の見通しは立っていない。（時事通信2016/11/15-13:09）
志位氏、「野党連合政権」目指す　共産中央委総会で方針

共同通信2016/11/15 19:50
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共産党の第7回中央委員会総会で話す志位委員長＝15日午後、東京都渋谷区の党本部

　共産党の志位和夫委員長は15日、第7回中央委員会総会の幹部会報告で次期衆院選に向け、民進、自由、社民各党との共闘を発展させ「野党連合政権」の樹立を目指す方針を打ち出した。「野党連合政権は先々の目標ではなく、焦眉の急の課題だ」と述べた。政権の枠組みを示した形だが、民進党は共産党と政権を共にすることは否定しており、実現は難しい。

　協力すべき政策として（1）安全保障法制の廃止と立憲主義の回復（2）アベノミクスによる格差と貧困の是正（3）環太平洋連携協定（TPP）や沖縄問題などの強権政治を許さない（4）安倍政権下での憲法改悪に反対―を挙げた。

共産 志位委員長 野党連合政権の実現へ協議呼びかけ
NHK11月15日 16時51分
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共産党の志位委員長は党の中央委員会総会で、次の衆議院選挙で、野党４党の選挙協力を発展させ、安倍政権の打倒を目指す考えを強調したうえで、民進党などに対し、「野党連合政権」の実現に向けた協議を急ぐよう呼びかけました。
続きを読む
この中で、志位委員長は「当面する衆議院選挙をはじめとする国政選挙で、民進党などとの野党４党の選挙協力を発展させ、衆議院でも参議院でも『改憲勢力３分の２体制』を打破し、与党とその補完勢力を少数派に追い込むために全力をあげる」と述べました。
そのうえで、志位氏は「安倍政権の打倒を目指すならば、政権を倒したあと、どういう政権を作るかを国民に示す責任が生まれてくる。『野党連合政権』について、真剣な協議を通じて、前向きの合意を得るために力をつくす」と述べ、民進党などに対し、「野党連合政権」の実現に向けた協議を急ぐよう呼びかけました。
共産党は、こうした内容を盛り込んだ新たな活動方針を、来年１月に開く党大会で、決定することにしています。
共産の新活動方針案 次期衆院選で選挙協力発展を
NHK11月15日 5時30分
共産党は、次の衆議院選挙で民進党などとの野党４党の選挙協力を発展させるとともに、安倍政権を倒したあとの政権構想を示す必要があるとして、民進党などと前向きな合意を得るために力を尽くすなどとした新たな活動方針の案をまとめました。
共産党の新たな活動方針案によりますと、次の衆議院選挙をはじめとする国政選挙で、民進党などとの野党４党の選挙協力を発展させ、衆参両院で与党と憲法改正に前向きな勢力が改正の発議に必要な３分の２の議席を占めている状況を崩すために全力を挙げるとしています。
そのうえで、安倍政権の打倒を目指すのであれば、選挙協力にとどまらず政権を倒したあとの政権構想を示す必要があるとして、民進党などと前向きな合意を得るために力を尽くすなどとしています。
活動方針案は、全国の党組織の幹部らが出席して１５日から開かれる党の中央委員会総会に諮られたうえで、来年１月の党大会で正式に決定されることになっています。
しんぶん赤旗2016年11月16日(水)

野党と市民の共闘を発展させ安倍政権打倒、野党連合政権を　第２７回党大会決議案を提案　日本共産党が第７回中央委員会総会　「大運動」目標達成よびかけ

志位委員長が報告
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（写真）第７回中央委員会総会で大会決議案の提案報告をする志位和夫委員長＝１５日、党本部


　日本共産党は１５日、党本部で第７回中央委員会総会（７中総）を開きました。志位和夫委員長が第２７回党大会（来年１月１５～１８日）決議案の提案報告をおこない、小池晃書記局長が「党勢拡大大運動」成功に向けた特別決議案について提案しました。大会決議案は、党大会の名において「野党と市民の共闘をさらに大きく発展させ、安倍政権を打倒し、自民党政治を終わらせ、野党連合政権をつくろう」と呼びかけています。総会は２日間の日程です。

　志位委員長は冒頭、６章３２項からなる大会決議案の全体の特徴について端的に報告しました。

　志位氏は、今度の党大会が「日本の政治がかつてない激動的な新しい時代」に入るもとで開かれると指摘し、この間の国民のたたかいの発展は、政治対決の構図を「自共対決」から、「自公とその補完勢力」対「野党と市民の共闘」にさらに一段と前に進めたと強調しました。

　その上で、決議案が、「画期的な新しい情勢のもとで、日本共産党がどういう基本姿勢でたたかうか。世界の動きや日本の情勢の特徴をどうとらえ、たたかいにどうのぞむかについて、党綱領を踏まえて、全面的に明らかにするものとなっています｣と説明しました｡

　第１章は、日本の現在の政治対決の構図をどうとらえ、どうのぞむかについて述べています。

　決議案は、日本の政治の現状を「自公とその補完勢力」と「野党と市民の共闘」が対決する「新しい時代が始まった」と規定し、市民運動の発展と日本共産党の躍進という二つの力がこれらの「情勢の前向きの激動」をつくり出したことを解明。新しい対決構図がつくられた根底に「二つの異常」を特質とした自民党政治の深刻な行き詰まりがあることを明らかにしています。

　志位氏は、決議案が党大会の名で「安倍政権を打倒し、野党連合政権をつくろう」と呼びかけたことについて、「先々の目標でなく、当面の焦眉の課題として位置づけ、その実現を呼びかけました｣と強調しました｡

　第２章は、党綱領を踏まえた世界の新しい動きの解明と、日本共産党の基本的立場を解明しています。

　志位氏は「どの問題も、遠い世界の話ではなく、日本のたたかいに密接に関連していることに注目してほしい」と提起しました。

　「核兵器のない世界」をめぐる新しい動きや欧米で起こっている格差と貧困是正と平和を求める新しい市民運動などを例に指摘。「２０世紀に起こった『世界の構造変化』が『世界の平和と社会進歩を促進する力として、生きた力を発揮しだした』という大局をおさえながら、今、世界で起こっている逆流や複雑な諸問題に対してもリアリズムの立場で、踏み込んだ解明を行っています」と強調し、覇権主義・大国主義の動きに踏み込んで言及していることを報告しました。

　第３章は、安倍・自民党政権を打倒し、新しい日本をめざすたたかいの課題について提起しています。

　決議案は、安倍政権の危険性と、野党と市民の連帯によって、それを打ち破る可能性を事実に即して明らかにしています。

　志位氏は、「戦争する国」づくり、経済、原発、沖縄の米軍基地、憲法改悪などの各分野の課題に触れ、「決議案は、安倍政権との対決の最も熱い焦点になる問題を掘り下げて解明するということに心がけました」と語りました。

　また、志位氏は、安保法制＝戦争法への対案としての「北東アジア平和協力構想」や「グローバルな課題解決への五つの提案」、格差と貧困をただす経済民主主義の改革―｢四つの改革｣などに言及するなど、「それぞれの課題で日本共産党の抜本的対案を明示することを重視しました」と語りました。

　第４章は、国政選挙と地方選挙の方針について述べています。

　志位氏は、来たるべき総選挙の二大目標として、(1)「改憲勢力３分の２体制」を打破し、さらに自民・公明とその補完勢力を少数に追い込む(2)日本共産党の“第３の躍進”を大きく発展させることを提起していると強調しました。

　第５章は、新しい統一戦線を推進するための質量ともに強大な党建設の方針です。

　志位氏は、決議案が、前大会（１４年１月）が決めた２０１０年代の党建設の大目標（党勢倍加、世代的継承）を「全党の力を総結集してやり遂げよう」と訴えていると報告。「いまなぜ党建設か、その歴史的意義」を三つの角度から解明し、「どうやって党建設を本格的な前進に転ずるか」について問題提起していることを強調しました。

　第６章は、９５年の党史を大きく概括して、党創立１００周年にむけた抱負を述べています。

　決議案は、「歴史が決着をつけた三つのたたかい」として、(1)戦前の天皇制の専制政治・暗黒政治とのたたかい(2)戦後の旧ソ連などによる覇権主義とのたたかい(3)「日本共産党を除く」という「オール与党」体制とのたたかいに言及しています。

　志位氏は、９５年のたたかいの成果、切り開いた到達点にたち、「党創立１００周年をめざして、野党連合政権に挑戦する決意を明記しました」と力を込めました。

　このあと、志位氏は各章ごとに、より詳しく説明しました。

「強行採決」は間違い＝自民・竹下氏
　自民党の竹下亘国対委員長は１５日の記者会見で、環太平洋連携協定（ＴＰＰ）承認案・関連法案の衆院特別委員会での採決を念頭に、与党が「強行採決した」と認めたと取れる発言をしたとして、「言葉遣いを間違えた」と釈明した。
　竹下氏は１４日、東京都内での会合で「今国会でも強行採決するという残念な結果を経験した」と発言した。事前に与党理事や閣僚が強行採決の可能性に言及し、野党の強い反発を招いた経緯を踏まえ、会見で自身の発言を撤回した格好だ。（時事通信2016/11/15-20:31）
新潟県知事と東電幹部 ２２日に初会談へ 再稼働が焦点
NHK11月15日 18時00分
東京電力が再稼働を目指す柏崎刈羽原発への対応に慎重な姿勢を示して当選した新潟県の米山知事と、東京電力の幹部が今月２２日に新潟県庁で初めて会談することが決まりました。原発の再稼働をめぐって、どのような意見が交わされるのか注目されます。
先月行われた新潟県知事選挙で初当選した米山知事は、東京電力が目指す柏崎刈羽原発の再稼働への対応について、就任後も「現状では再稼働は認められない」と述べるなど、一貫して慎重な姿勢を示しています。
一方で、就任会見では、東京電力側と意見を交換することについて「早期に実現したい」としていました。
東京電力側も同様に面会の要望を続けてきていましたが、調整の結果、両者の会談が今月２２日に新潟県庁で初めて開かれることが、１５日に決まりました。
東京電力側は、數土文夫会長と廣瀬直己社長らが訪れるとしています。
柏崎刈羽原発の再稼働をめぐっては、東京電力側は「地元の同意」が不可欠と考えていて、会談の中で理解を求めるものとみられますが、これに対し、米山知事からどのような発言がされるのかが注目されます。
「日本批准で命脈保つ」＝ＴＰＰ、米への説得継続－安倍首相
　安倍晋三首相は１５日の参院環太平洋連携協定（ＴＰＰ）特別委員会で、「保護主義がまん延する中、自由貿易を進める機運をつくるのが日本の役割だ。日本がここで批准できなければ、何とか命脈を保っているＴＰＰは終わりだ」と述べ、今国会での承認を目指す立場に変わりはないと強調した。無所属のアントニオ猪木氏が承認断念を促したのに対し答えた。
　首相は、トランプ次期米大統領がＴＰＰ離脱を掲げ、米議会での承認が絶望的となっている現状に関し、「ＴＰＰは米国にとっても極めて有意義との理解が広がることを期待する。ぜひ米国にも批准してほしい」と述べ、米側への説得を続ける意向を示した。日本維新の会の石井章氏への答弁。（時事通信2016/11/15-18:30）
ＴＰＰ停滞ならアジアに軸足＝安倍首相見通し、中国に懸念も－参院特別委


参院ＴＰＰ特別委員会で答弁する安倍晋三首相＝１５日午前、国会内
　参院環太平洋連携協定（ＴＰＰ）特別委員会は１５日午前、安倍晋三首相と関係閣僚が出席して集中審議を行った。首相は、ＴＰＰが進まない場合、「（世界の）軸足は（アジア広域の）域内包括的経済連携（ＲＣＥＰ）に移るのは間違いない」との見方を示した。自民党の佐藤正久氏への答弁。
　同時に首相は、ＲＣＥＰで域内最大の国内総生産（ＧＤＰ）を誇る中国に関し、国有企業優遇や知的財産権保護の遅れなどへの懸念を示した。その上で「ＴＰＰが（自由貿易の）一つのモデルにならなければならない」として、あくまでもＴＰＰを推進する姿勢を強調した。
　首相は、ペルーで開催予定の首脳会合で「しっかりＴＰＰを発効させようという意思を確認したい」とも述べ、参加各国に国内手続きの早期完了を呼び掛ける意向を示した。
　ＴＰＰ離脱を主張してきたトランプ次期米大統領に関し、首相は「君子は豹変（ひょうへん）す」とのことわざを引用。「保身で豹変するのではなく、国や国民のためにメンツを捨てて判断することが、われわれ指導者に求められる姿勢だ」と述べ、方針転換に期待を示した。
　民進党の田名部匡代氏は、「米大統領選で状況が変わった」として、承認を急ぐ必要はないと主張。これに対し、首相は「ＴＰＰ批准が国益につながる」と反論した。（時事通信2016/11/15-12:39）
安倍首相 米でＴＰＰ承認へ理解の広がりに期待
NHK11月15日 19時29分
安倍総理大臣は、ＴＰＰ協定に関する参議院の特別委員会で、日本とアメリカが中心となって自由で公正な経済圏を作ることはアジア太平洋地域の発展に極めて有意義だとしたうえで、アメリカ国内でＴＰＰ協定の承認に向けた理解が広がることに期待を示しました。
特別委員会の集中審議で、日本維新の会の石井国会対策副委員長は、「アメリカのトランプ次期大統領は、以前からＴＰＰ＝環太平洋パートナーシップ協定に悲観的であり、アメリカが批准しない可能性も高いが、どう交渉するのか」とただしました。
これに対し、安倍総理大臣は、「普遍的価値を共有する日米が中心となって、多くの同志的な国々と、アジア太平洋地域に世界のＧＤＰ＝国内総生産の４割の経済圏、自由で公正な経済圏を作っていくことは、地域の経済と発展、安全保障においても極めて有意義だ」と述べました。
そのうえで、安倍総理大臣は、「日米同盟関係は日本の安全保障・外交の基軸であり、今週１７日のトランプ氏との会談を、しっかりと信頼関係を築いていく第一歩としたい。ＴＰＰをどうするかは、アメリカの議会で判断され、次の政権ではトランプ氏が判断されることだが、日本、アメリカにとっても極めて有意義であり、理解が広がっていくことを期待したい」と述べました。
さらに、安倍総理大臣は、今週ペルーで開幕するＡＰＥＣ＝アジア太平洋経済協力会議に合わせて開かれるＴＰＰ協定の交渉参加国の首脳会合について、「アメリカにも批准していただきたいと強く思っており、オバマ大統領とともに、強いメッセージをほかのすべての首脳とともに発出していきたい。幸い、きょう、ニュージーランドが関連法案を議会で通過させたのは大きな弾みではないか」と述べました。
首相 ＴＰＰ協定の発効に期待 自由貿易の新ルールを
NHK11月15日 21時44分
安倍総理大臣は１５日夜、都内で開かれた会合で、アメリカのトランプ次期大統領がＴＰＰ＝環太平洋パートナーシップ協定から離脱する考えを示していることに関連し、「アメリカも自由貿易の名のもとにルールを作る重要性を再認識してくれると確信している」と述べ、ＴＰＰ協定の発効に期待を示しました。
安倍総理大臣は、１５日夜、日本とアメリカの研究者などを支援する「国際交流基金日米センター」の創設２５周年を記念した会合であいさつしました。
この中で、安倍総理大臣は、１７日会談する予定のアメリカのトランプ次期大統領がＴＰＰ協定から離脱する考えを示していることに関連し、「保護主義がまん延しようとする今こそ、自由貿易の価値や人権、法の支配といった普遍的価値を共有する国々との新たなルールを作りを日本がリードしなければならない」と述べました。
そのうえで、安倍総理大臣は、「アメリカも、ＴＰＰ協定を含め自由貿易の名のもとに、世界に新しいルールを作っていく重要性を再認識していただけるものと確信している。世界が抱えるさまざまな課題に、ともに手を取り合って、よりよい世界を作っていくために挑戦していきたい」と述べ、ＴＰＰ協定の発効に期待を示しました。
ＴＰＰ１２カ国、ペルーで首脳会合＝安倍首相「意義発信したい」
　安倍晋三首相は１４日の参院環太平洋連携協定（ＴＰＰ）特別委員会で、１９、２０両日にペルーで開催されるアジア太平洋経済協力会議（ＡＰＥＣ）首脳会議に合わせ、米国主催でＴＰＰ参加１２カ国の首脳会合が調整されていることを明らかにした。その上で首相は「１２カ国首脳でＴＰＰの意義を世界に発信したい」と述べた。公明党の浜田昌良氏への答弁。
　首相はこの後の自民党役員会で、「１９日にＴＰＰ首脳会合が行われる」と述べた。
　ＴＰＰをめぐり、トランプ次期米大統領は離脱の意向を示し、共和党が多数を占める米議会も年内の承認を見送る方向。首相は特別委で、オバマ現政権からペルー会合の招待があったと説明するとともに、「（参加各国が）国内手続きの早期完了に向け、努力するとの認識で一致したい」との考えを示した。共産党の大門実紀史氏らへの答弁。（時事通信2016/11/14-20:02）
米抜きＴＰＰは無意味＝「レノンいないビートルズ」－民進・野田氏
　民進党の野田佳彦幹事長は１４日の記者会見で、環太平洋連携協定（ＴＰＰ）から米国を除外して新たな協定を発効させる構想について、「米国の入らない枠組みは、ジョン・レノンの入らないビートルズだ。（日本の不参加より）もっと意味がない」と述べ、否定的な見解を示した。
　野田氏は首相在任時、ＴＰＰ交渉参加に向けた事前協議入りを決断。当時は日本をポール・マッカートニーに例え、「ポールのいないビートルズはあり得ない」と述べていた。（時事通信2016/11/14-16:46）
首相 ＴＰＰ協定発効厳しい状況 トランプ氏と会談で信頼関係を
NHK11月14日 12時17分
安倍総理大臣は参議院の特別委員会で、ＴＰＰ＝環太平洋パートナーシップ協定の発効について、アメリカ大統領選挙の結果も踏まえると、大変、厳しい状況だという認識を示すとともに、今週のトランプ次期大統領との会談で、自由貿易や日米同盟を重視するみずからの立場を率直に伝えて、信頼関係を構築したいという考えを示しました。
ＴＰＰ協定の国会承認を求める議案などは、１４日から参議院の特別委員会で論戦が始まり、アメリカのトランプ次期大統領が選挙期間中、ＴＰＰ協定からの離脱に言及するなど、保護主義的な主張を繰り返してきたことをめぐる質問が相次ぎました。
自民党の三宅伸吾参議院議員は、今月１７日に予定されている安倍総理大臣とトランプ氏の会談について、「会談では『貿易の自由化促進がアメリカを最強の経済にするための最低条件だ』と説明し、トランプ氏の考えを変えるよう促してほしい」と求めました。これに対し、安倍総理大臣は「アメリカ側に、日米の貿易について、さまざまな先入観があるのは事実だ。ただ、共和党は、基本的に自由貿易を推奨、推進してきた党でもある。会談では、さまざまな課題について率直に意見交換を行い、自由貿易に対する私の考え方などについて話もしたい。しっかりと突っ込んだ話し合いをしながら、信頼関係を構築していきたい」と述べました。また、安倍総理大臣は「米国が政権交代期にある今、わが国こそが早期発効を主導しなければならず、ＴＰＰ協定の国会承認により、『再交渉はしない、早期発効を目指す』との立法府も含めたわが国の意思が明確に示される。今後さまざまな機会を通じて、米国ならびに、ほかの署名国に国内手続の早期の完了を働きかけていく」と述べました。
民進党の小川参議院幹事長は「客観的に考えると、アメリカがＴＰＰ協定を批准して、協定が発効する可能性は大幅に低下したのではないか」と指摘しました。これに対し、安倍総理大臣は「アメリカの大統領、議会が決めることだが、実際、大変厳しい状況になってきたということは、率直にそう認識をしている。しかし、決して終わっていないわけであり、わが国が意志を示すことができなければ、ＴＰＰは完全に終わってしまう」と述べました。また、安倍総理大臣は、トランプ氏との会談について、「経済・外交・安全保障全般にわたっての私の考えを述べたい。日米同盟の重要性についてもお話をさせていただきたい。大統領となってどういう政策を進めていくか話をしたい」と述べました。
官房長官「ＴＰＰ早期成立を」
菅官房長官は午前の記者会見で、「ＴＰＰ協定は、わが国の成長戦略にとって極めて重要であり、その効果を速やかに発現するために、協定と関連法案の１日も早い成立が必要だ。政府としては速やかに審議を進めていただけるよう、緊張感をもって参議院の審議で、引き続き丁寧に説明していきたい」と述べました。
また、菅官房長官は、記者団がアメリカのトランプ次期大統領がＴＰＰ協定から離脱する考えを示していることを踏まえて、方針転換を検討する考えはないか質問したのに対し、「そういうことはない。わが国としてはＴＰＰは極めて重要だという考え方に変わりはない」と述べました。さらに、菅官房長官は、記者団が「メキシコなどから、アメリカ抜きでも協定が発効するよう協議を行うべきだという声も出ているが」と質問したのに対し、「従来の考え方を変えることはありえない」と述べ、否定的な考えを示しました。
参院ＴＰＰ特別委 地方公聴会や参考人質疑など合意
NHK11月14日 18時32分
ＴＰＰ協定に関する参議院の特別委員会の理事懇談会が開かれ、今週１７日に地方公聴会を開き、翌１８日には参考人質疑を行うことなどで、与野党が合意しました。
ＴＰＰ＝環太平洋パートナーシップ協定の国会承認を求める議案と関連法案を審議する、参議院の特別委員会は１４日、総括的質疑の終了後、理事懇談会を開いて、今後の審議日程を協議しました。
この中で、与党側は、委員会での採決の前提とはしないとしたうえで、１６日に一般質疑を行い、１７日に北海道帯広市と水戸市で地方公聴会を開くこと、そして、１８日にＴＰＰが国内の農林水産業に与える影響をテーマに参考人質疑を行うことを提案しました。
これに対して、野党側は「委員会での採決の前提とせず、審議を深めていくことが担保されている」として、提案を受け入れ、１５日の委員会で日程を議決することで、与野党が合意しました。
安倍首相「日本がＴＰＰ主導」＝発効厳しいと認識－参院特別委
　安倍晋三首相は１４日午前の参院環太平洋連携協定（ＴＰＰ）特別委員会で、「米国が政権交代期にある今、わが国


参院ＴＰＰ特別委員会で答弁する安倍晋三首相（右端）＝１４日午前、国会内
こそが早期発効を主導しなければならない」と述べ、ＴＰＰ推進の方針が変わらないことを明確にした。自民党の山田修路氏への答弁。ただ、トランプ次期米大統領が脱退を掲げているため、発効の可能性については「大変厳しい状況になってきた」との認識を示した。民進党の小川勝也参院幹事長への答弁。
　首相は「決して終わってはいない。保護主義がまん延しようとしている今こそ（ＴＰＰが）必要だ。わが国の意志を示せなければＴＰＰは完全に終わる」と語り、国会承認の意義を強調。「結果を出す力を世界に示す」とも述べた。小川氏らへの答弁。
　トランプ次期政権が再交渉を求める可能性に関しては、「日本が再交渉しないことは明確だ。米国をとどめるためにわれわれの国益を削ることもない」と強調した。
　自民党の三宅伸吾氏は首相に、米ニューヨークで１７日に会談するトランプ氏に対し、方針転換を促すよう要請。首相は「自由貿易に対する私の考え方について話したい。（同氏の属する）共和党は自由貿易を推奨、推進してきた党だ」と応じた。（時事通信2016/11/14-13:07）
ＴＰＰ批准へ一番乗り＝関連法が成立－ＮＺ
　【シドニー時事】ニュージーランド（ＮＺ）議会で１５日、環太平洋連携協定（ＴＰＰ）関連法が可決、成立した。ＴＰＰに署名した１２カ国で初めて議会承認手続きが完了、国家元首である英女王の代理を務める総督が署名し批准する。
　キー首相は、乳製品輸出拡大などを期待し、「ＴＰＰは大きな利益をもたらす」と訴えてきた。一方、一部国民や野党は「交渉過程が不透明だ」「格差拡大を招く」と反対。激論の末、一院制の議会で過半数議席を握る与党が押し切った。
　しかし、「ＴＰＰ離脱」を訴えるトランプ氏が次期米大統領に決まり、ＴＰＰ発効は困難との見方が強まっている。マクレー貿易相は、トランプ氏には「貿易について熟考してもらいたい」と、翻意を促している。（時事通信2016/11/15-21:43）
ＴＰＰ、米の状況に失望＝条件見直しは困難－シンガポール首相
　【シンガポール時事】シンガポールのリー・シェンロン首相は１４日、環太平洋連携協定（ＴＰＰ）について、来年１月までのオバマ米大統領の任期中に米議会で批准されない公算が非常に大きいことに「失望している」と語った。１５日付のシンガポール紙ストレーツ・タイムズが伝えた。
　リー首相は訪問先のインドネシアで「次期大統領に就く共和党のトランプ氏はＴＰＰを全く支持していない。そのことが合意に懸命に努力した参加国すべてを失望させている」と語った。また、アジア太平洋経済協力会議（ＡＰＥＣ）首脳会議が今週末にペルーで開かれる機会を利用し、「この状況で何ができるかＴＰＰ参加国で意見交換する」と述べた。（時事通信）2016/11/15-14:39）
ＴＰＰは「米国のため」＝悔しさにじませる－オバマ大統領
　【ワシントン時事】オバマ米大統領は１４日、環太平洋連携協定（ＴＰＰ）について「今のところうまくいっていないが、米国の労働者、企業のためになると議論してきた」と語り、来年１月までの任期中の議会承認が絶望的な状況になったことに悔しさをにじませた。次期大統領に就く共和党のトランプ氏はＴＰＰ離脱を訴え、早期の発効は極めて困難になっている。
　オバマ氏は記者会見で、世論調査では「多くの米国民は（自由）貿易を支持している」と強調。ただ、大統領選での複雑な論争が「人々に工場の閉鎖や雇用の海外流出を思い起こさせてしまった」と述べ、自由貿易批判がトランプ氏の勝利を招いたとの見方を示した。（時事通信2016/11/15-12:03）
どうなるＴＰＰ？＝「トランプ大統領」で漂流の危機－ニュースを探るＱ＆Ａ
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　日米など１２カ国が１年前に交渉を妥結した環太平洋連携協定（ＴＰＰ）が、「ＴＰＰ離脱」を訴えたトランプ氏の米大統領選勝利を受け、漂流しかねない状況に直面している。１９、２０日にペルーの首都リマで開かれるアジア太平洋経済協力会議（ＡＰＥＣ）首脳会議に合わせ、オバマ米大統領や安倍晋三首相らＴＰＰ参加国の首脳が対応を協議する見通しだ。
　－米国は本当にＴＰＰから離脱するのか？
　現時点では分からない。トランプ氏は選挙戦で、多国間貿易協定であるＴＰＰの内容に不満を示し、各国と２国間で個別に協定を結ぶ方が米国に有益だと主張した。
　－米国がＴＰＰから抜けるとどうなる？
　現行規定ではＴＰＰは発効しない。他の１１カ国が承認しても、参加国の中で経済規模が最も大きい米国の議会承認が発効に不可欠な仕組みだからだ。オバマ政権は来年１月の政権交代までに議会承認を得たい考えだったが、トランプ氏当選で審議入りは絶望的となった。
　－他の１１カ国はそれでよいのか？
　メキシコのグアハルド経済相は、米議会が承認しなければ、残る１１カ国でＴＰＰを発効させる道を探ることになると一部メディアに語った。ニュージーランドも同様の意見だ。ペルーのクチンスキ大統領は、中国やロシアを加えた新たな協定の構築に関心を示している。米国をけん制し、承認を促す狙いもあるようだ。
　－枠組みの変更は簡単にできるものか？
　簡単ではない。ＴＰＰは１２カ国の利害が複雑に絡み合う協定だ。ベトナムはＴＰＰで米国の繊維市場に参入するメリットを重視し、米国抜きの協定に難色を示している。多国間合意であり、見直しは時間もかかる。
　－日本の対応は？
　ＴＰＰに米国の関与は必須との立場だ。日米がアジア太平洋地域の貿易・経済ルール構築で手を組めば、台頭する中国への対抗策にもなる。安倍首相は１７日にニューヨークでトランプ次期大統領と会談し、「離脱」を思いとどまるよう説得したい考えだ。
　－ＴＰＰの漂流を避ける道はないのか？
　米国を含む「再交渉」も打開策の一つだ。日本を含め各国は再交渉を避けたい意向だが、追加で２国間の交換文書を取り交わすことで、合意内容を事実上修正できる。リマでのＴＰＰ首脳会合では、ＴＰＰの枠組み見直しが議論される可能性がある。（時事通信2016/11/14-16:55）
トランプ氏と信頼構築目指す＝安倍首相、１７日訪米
　安倍晋三首相は１７日、米国とペルー訪問へ出発する。米ニューヨークではトランプ次期大統領と初めて会談。中国の軍拡など周辺地域に不安定要因を抱える中、日米安全保障体制や環太平洋連携協定（ＴＰＰ）を重視する自身の立場を伝えて理解を求めるとともに、早期に個人的な信頼関係を築くことを目指す。
　就任前の次期米大統領と日本の首相の会談は異例。トランプ氏が当選後、外国首脳と会談するのは安倍氏が最初になる可能性がある。
　首相は１５日の参院ＴＰＰ特別委員会で、トランプ氏との会談について「貿易・経済や日米同盟関係、地域情勢も含めて胸襟を開いた対話をしたい。信頼関係構築の第一歩にしていきたい」と表明した。　
　トランプ氏は選挙戦の最中、対日防衛義務を放棄するかのような発言をしたが、１０日の首相との電話会談では日米関係の強化に言及した。日本側は「トランプ氏の『現実路線』への転換を早い段階で確実にしておくことが重要」（外務省幹部）とみており、首相が直接顔を合わせる機会を最大限生かしたい考えだ。
　ペルーでは、首相は１９、２０両日に開かれるアジア太平洋経済協力会議（ＡＰＥＣ）首脳会議に出席。併せて、ロシアのプーチン大統領と会談する。懸案の北方領土問題を含む平和条約締結や、日ロの経済協力について協議し、１２月１５日に地元の山口県長門市で予定する首脳会談につなげる狙いだ。（時事通信2016/11/15-20:11）
首相 トランプ次期大統領との会談で信頼関係構築に努める
NHK11月16日 4時26分
安倍総理大臣は、アメリカのトランプ次期大統領との会談に臨むため、１７日アメリカに向けて出発することにしています。会談で、安倍総理大臣は、アジア太平洋地域の平和と安定には日米同盟が不可欠であることを改めて確認し、まずは個人的な信頼関係の構築に努めることにしています。
安倍総理大臣は、ペルーで開かれるＡＰＥＣ＝アジア太平洋経済協力会議の首脳会議に出席するのを前に、アメリカ・ニューヨークでトランプ次期大統領と会談するため、１７日、日本を出発することにしています。
これに先立って、安倍総理大臣は１５日の参議院の特別委員会で、「トランプ氏との会談では、経済や貿易、安全保障、そして日米関係、同盟関係について、忌憚（きたん）のない意見交換を行うことで信頼関係を築いていきたい」と述べました。
一方、トランプ氏は、大統領選挙の期間中に、ＴＰＰ＝環太平洋パートナーシップ協定からの離脱に言及したほか、日米安全保障条約は不公平だとして、日本に駐留する在日アメリカ軍の駐留経費の増額などを求める考えを示してきました。
このため、安倍総理大臣は、今回の会談で、日本とアメリカは、自由、民主主義、法の支配といった基本的な価値を共有していることを強調したうえで、先の電話会談に続いて、アジア太平洋地域の平和と安定には日米同盟が不可欠であることを確認したい考えです。そのうえで、ＴＰＰ協定も念頭に、自由貿易の重要性を強調し、大統領就任後も緊密に連携していきたいという考えを伝えて、まずは個人的な信頼関係の構築に努めることにしています。
安倍首相「関心事項、率直に話す」＝トランプ氏との会談
　安倍晋三首相は１４日の参院環太平洋連携協定（ＴＰＰ）特別委員会で、１７日に予定するトランプ次期米大統領との会談に関し、「互いの関心事項について率直に意見交換を行い、信頼関係を構築していきたい。経済、外交、安全保障全般にわたり、私の考えを述べ、日米同盟の重要性についても話したい」と述べた。　
　首相は９月の訪米時、民主党候補のクリントン前国務長官と会談している。これに関し、首相は事前にトランプ氏側に伝えており、その後にトランプ陣営の有力者と面会したと説明。トランプ氏から「遊説の関係で、お目にかかれず残念だ」とのメッセージを伝えられたことも明らかにした。（時事通信2016/11/14-12:52）
核武装容認論撤回か＝「言ってない」－米次期大統領
　【ワシントン時事】米国のトランプ次期大統領は１３日、ツイッターに「ニューヨーク・タイムズ紙は『トランプ氏はもっと多くの国が核兵器を持つべきだと信じている』と報じている。彼らは何と不誠実なのか。私はそんなことを言ったことがない」と書き込んだ。米メディアの間では、トランプ氏が現実路線にかじを切り、日韓両国などによる核武装容認論を撤回したとの見方も出ている。
　トランプ氏は３月のニューヨーク・タイムズ紙とのインタビューで、日韓両国が北朝鮮などから自国を防衛できるようにするため、「核武装もあり得る」と表明。その後も同様の発言を繰り返した。しかし、この見解に対しては「世界についてよく分かっていない」（オバマ大統領）などと批判が噴出し、トランプ氏はこれまでも否定したことがある。（時事通信2016/11/14-22:57）
核武装容認「言ってない」　トランプ氏が軌道修正

共同通信2016/11/15 08:25

　【ワシントン共同】トランプ次期米大統領は14日までに、過去に日本や韓国の核武装を事実上容認する発言をしたことに関し「そんなことは言っていない」と否定した。トランプ氏は大統領選勝利後、さまざまな立場を現実路線に軌道修正する姿勢が目立っている。17日に控えた安倍晋三首相との会談を意識した可能性もある。

　トランプ氏は13日のツイッターへの書き込みで「ニューヨーク・タイムズ紙は私が『もっと多くの国が核兵器を持つべきだ』と信じていると報じている。そんな発言をしたことは一度もない」として同紙を「不正直だ」と非難した。

トランプ外交、見慣れぬ陣容に＝日本重視も負担増要求か－次期米大統領


次期米政権の国務長官候補として名前が挙がっているボルトン元米国連大使（左）とジュリアーニ元ニューヨーク市長（ＡＦＰ＝時事）
　【ワシントン時事】米共和党のトランプ次期大統領が大統領選で勝利してから１５日で１週間。安倍晋三首相、習近平中国国家主席、プーチン・ロシア大統領ら主要国首脳らと電話会談し、政権移行チームも政権を支える約４０００ポストの人選に着手した。ただ、各国が注視する外交チームの陣容は、共和党主流派の専門家がトランプ氏と距離を置いているため顔が見えにくい。
　トランプ外交の司令塔となる国務長官には、ジュリアーニ元ニューヨーク市長やボルトン元国連大使、ギングリッチ元下院議長、コーカー上院外交委員長らの名前が浮上している。いずれも、オバマ大統領が政権１期目で起用したクリントン前国務長官のような国際的な知名度はない。
　さらに、トランプ陣営が頭を抱えるのは、ホワイトハウス幹部や閣僚を支える政治任用の上級管理職が不足している問題だ。アジア太平洋地域で見ると、アーミテージ元国務副長官やマイケル・グリーン元国家安全保障会議（ＮＳＣ）アジア上級部長ら知日派は選挙戦中にトランプ氏不支持の書簡を発表している。
　グリーン氏は取材に対し、「ブッシュ政権でアジア外交を担当していた国際派の専門家は次期政権に入らない」と明言。トランプ氏の下に集まるのは反主流のタカ派や保守派のみで、「現時点で計画や政策は何もない」と批判した。
　安倍首相は１７日にニューヨークでトランプ氏との初会談に臨むが、日本側に特別な太いパイプがあるわけではない。「トランプ氏は日本重視を確認した上で、いかなる形であれ（同盟国としての）負担増を求めるだろう」（グリーン氏）との見方が強い。（時事通信2016/11/15-14:30）
トランプ氏人事に批判集中　日韓「核武装容認」を否定

共同通信2016/11/15 10:2711/15 10:37updated

　【ワシントン共同】トランプ次期米大統領の側近人事を巡り、野党に転じる民主党から14日、批判が相次いだ。首席戦略担当兼上級顧問に決まったのは、白人至上主義的な論調が目立つ右派ニュースサイトと関係が深い強硬派スティーブン・バノン氏。「右翼の扇動者」と警戒されている人物だけに共和党内でも否定的な声があり、トランプ氏は国民融和を図る上で障害となるリスクを抱えた。

　一方、トランプ氏は14日までに、日本や韓国の核武装
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スティーブン・バノン氏＝11日、米ニューヨーク（ゲッティ＝共同）

を事実上容認する過去の発言について「言っていない」と否定し、軌道修正。またロシアのプーチン大統領と14日に電話会談し、幅広い問題で協力を確認した。

米トランプ氏の人事、硬軟両様　最側近に主流派と強硬派

共同通信2016/11/14 19:43
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トランプ次期米政権で大統領首席補佐官への就任が決まったプリーバス氏＝1日、中西部ウィスコンシン州（AP＝共同）

　【ワシントン共同】米共和党のトランプ次期大統領は13日、新政権人事の第1弾を発表、党主流派のラインス・プリーバス党全国委員長（44）と、選対本部最高責任者を務めた強硬派のスティーブン・バノン氏（62）をホワイトハウスの最側近に充てた。党主流派の取り込みを狙いつつ、政策では安易に譲歩しない姿勢を示す硬軟両様の人事だ。ただバノン氏はこれまで主流派を激しく批判してきただけに、政策調整が難航する可能性もはらむ。

　トランプ氏は公職経験がなく、政界の人脈も乏しい。大統領首席補佐官に、プリーバス氏を選んだのは、政権基盤を固めるため党の協力を獲得する狙いがある。

トランプ氏の手腕に期待＝中東情勢で親米アラブ諸国－次期米大統領


サウジアラビアのサルマン国王＝１２日、リヤド近郊イルカ（ＡＦＰ＝時事）
　【カイロ時事】サウジアラビアやエジプトなど親米アラブ諸国で、中東情勢に安定をもたらす可能性もあると、トランプ次期米大統領の手腕に期待する声が目立ち始めた。物議を醸したイスラム教徒の米国への入国禁止発言は最近、「過激派を念頭に置いたもので、イスラム教徒への差別ではない」との見方も出て、政府レベルではあまり問題視されていないのが現状だ。
　トランプ氏は選挙戦の最中、欧米で相次ぐテロを受け、一時的なイスラム教徒の入国禁止を主張した。信徒を一律に過激派と決め付けるような発言に対し、イスラム世界で反発が広がった。
　しかし、トランプ氏の当選が決まると、サウジのサルマン国王は「（トランプ氏が）中東や世界に安定をもたらすことを望む」と歓迎メッセージを出した。エジプトのシシ大統領は電話で祝意を伝えた。トランプ氏もこのところ、アラブ諸国で不信を招くような発言を封印している。
　アラブ圏紙アッシャルク・アルアウサトの論説記事でコラムニストのアブドラ・オタイビ氏は「（富豪の）トランプ氏の会社やホテルでは、イスラム教徒が何ら差別されることなく働いている」と指摘。入国禁止発言は「選挙の方便」にすぎないと強調した。（時事通信2016/11/15-14:27）
強硬派起用に批判強まる＝トランプ氏人事、再考要求も－「ラスプーチン」暗躍を懸念


米国のトランプ次期大統領＝９日、ニューヨーク（ＡＦＰ＝時事）
　【ワシントン時事】米国のトランプ次期大統領が新政権の首席戦略官・上級顧問にトランプ陣営の最高責任者だった保守強硬派のスティーブン・バノン氏を起用すると発表したことに対し、共和党内外で１４日、批判が強まった。民主党からは人事の差し替えを求める声も出ている。
移行チーム責任者にペンス氏＝息子、娘も参加－トランプ次期政権
　バノン氏は保守系メディア「ブライトバート・ニュース」の経営責任者だった。大統領選では８月から陣営に加わり、トランプ氏らしさを生かした戦略を描いて番狂わせの勝利に導いた。しかし、一方で「オルト・ライト」と呼ばれる人種差別的な極右運動とのつながりも指摘されている。
　米メディアによれば、トランプ氏は当初、大統領首席補佐官にバノン氏を充てたい考えだったが、長女のイバンカさんら周辺の説得を受け入れ、共和党主流派のラインス・プリーバス党全国委員長の起用を決めたとされる。
　ただ、トランプ氏はバノン氏をプリーバス氏の「対等なパートナー」と位置付けており、米メディアの間では「プリーバス氏よりバノン氏が影響力を持つようになる可能性もある」「バノン氏は帝政末期のロシアで暗躍した怪僧ラスプーチンのようになる」との見方も出ている。（時事通信2016/11/15-14:26）
ＮＡＴＯへの責務維持＝トランプ氏は実際的－米大統領


１４日、ホワイトハウスで記者会見するオバマ米大統領（ＡＦＰ＝時事）
　【ワシントン時事】オバマ米大統領は１４日、ホワイトハウスで記者会見し、同日からの欧州・ペルー歴訪で、「（各国首脳らへの）私のメッセージは、トランプ次期大統領が北大西洋条約機構（ＮＡＴＯ）への責務を果たすということだ。ＮＡＴＯとの堅固な関係を弱めるものはないと伝える」と述べた。
　オバマ大統領は、トランプ氏との１０日の会談で「彼は（欧米の）核心的な戦略的関係の維持に非常な関心を示した」と説明。また、同氏の軍最高司令官としての資質に関して「トランプ氏はイデオロギー的な観点からではなく、実際的なアプローチを取るだろう」と語った。
　トランプ氏は大統領選中、ＮＡＴＯの防衛義務について「（加盟国が）米国への義務を履行しているかどうか」を見極めて対応を判断するとの考えを明確にしていた。（時事通信2016/11/15-09:59）
ＥＵ、防衛強化計画で合意＝トランプ氏は負担増主張


１４日、ブリュッセルで開かれた欧州連合（ＥＵ）外相・国防相合同会合の会場で、言葉を交わすフォンデアライエン独国防相（左）とエロー仏外相（右）（ＡＦＰ＝時事）
　【ブリュッセル時事】欧州連合（ＥＵ）は１４日、ブリュッセルで外相と国防相の合同会合を開き、域外への即応部隊の効果的な展開などを盛り込んだ防衛強化に関する計画をまとめた。計画は加盟国間の防衛強化に否定的だった英国がＥＵ離脱を決めたことを受け、ドイツとフランスが主導し策定した。
　欧州の防衛をめぐっては、トランプ次期米大統領が選挙期間中、北大西洋条約機構（ＮＡＴＯ）に加盟する欧州諸国が負担を増やすべきだと主張。計画は米大統領選前にまとめられた戦略を下敷きにしているが、今後の米国との関係をにらみ、ＥＵ加盟国間の防衛強化が急ピッチで進む可能性もある。
　記者会見したモゲリーニＥＵ外交安全保障上級代表（外相）は「ＥＵ軍につながるものではない」と指摘。その上で、これまで実際には出動したことがない即応部隊に関し「利用可能な制度を活用すべき時かもしれない」と述べた。即応部隊の出動は、域外での平和維持活動（ＰＫＯ）などが想定されている。（時事通信2016/11/15-06:14）
米中協力を確認＝習主席、トランプ氏と電話協議
　【北京時事】中国外務省によると、習近平国家主席は１４日、米国のトランプ次期大統領と電話協議し、新政権下での米中の協力姿勢を確認した。習主席は「協力が中米両国の唯一の正しい選択だということを事実が証明している」と強調。トランプ氏も「あなたと米中の協力を強化したい」と前向きな関係構築に意欲を示した。
【特集】「天から降ってきたドゥテルテ」が中国から「ぶんどったもの」
　米大統領選後、両者の電話協議は初めて。早期に会談し、２国間関係や共通の関心事をめぐり意見交換することで合意。南シナ海問題など対立点に関しては突っ込んだやりとりをしなかったとみられ、中国側は今後、政権移行チームと連絡を取りながらトランプ氏の出方を探る考えだ。
　電話協議で習主席はトランプ氏の当選に祝意を伝達し、「中米協力にはチャンスと潜在力があり、双方は協調を強化し、各分野での交流・協力を切り開かなければならない」と指摘。「私は中米関係を重視しており、米国と共に努力し、関係を前進させたい」と協力強化を前面に訴えた。
　トランプ氏は「習主席の米中関係への見方に賛同する」と述べ、「両国はウィンウィンを実現できる。米中関係がさらに発展できると信じている」と語ったという。　
　中国は、南シナ海問題などで対立したオバマ政権のアジア重視政策がトランプ次期政権で方針転換されることに期待を寄せる。中国では実業家出身のトランプ氏が政治的な対立よりも経済面での実利を優先するとの見方が出ている。トランプ氏が環太平洋連携協定（ＴＰＰ）に反対していることも歓迎しているもようだ。
　一方でトランプ氏は中国の「為替操作国」への認定や、中国からの輸入品に高率関税をかけることなど強硬な方針も表明しており、経済政策の行方には警戒する声も上がっている。（時事通信2016/11/14-18:09）
トランプ氏、ロ大統領と電話会談　建設的な協力で一致

共同通信2016/11/15 10:22
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トランプ氏（左、UPI＝共同）、ロシアのプーチン大統領（右、中国通信＝共同）

　【モスクワ共同】米大統領選に勝利したトランプ氏は14日、ロシアのプーチン大統領と電話会談した。ロシア大統領府によると、両氏は悪化した米ロ関係の改善に向けて共に取り組み、幅広い問題で建設的な協力を目指すことで一致した。

　両氏の対話は米大統領選後、初めてとみられる。両氏は共通の敵である国際テロや過激主義との闘いで力を合わせる必要があるとの見解で合意し、それに基づきシリア問題の解決策に関して意見交換したという。

　トランプ氏はシリア情勢を巡り、アサド政権退陣を目指すのではなく過激派掃討を優先すべきだと述べている。

トランプ氏支えた党主流派＝プリーバス次期米大統領首席補佐官
　米共和党の体制派を容赦なく攻撃した異端の次期大統領トランプ氏を候補指名後から支持し続け、主流派では異色の存在だった。選挙戦終盤に形勢不利と見られた中でも「彼は勝つだろう」と言い切っていた。下院議員だったペンス次期副大統領と並んで、次期大統領と共和党の橋渡し役を担うとみられる。
　１９７２年３月、ニュージャージー州生まれの４４歳。７歳のときに一家がウィスコンシン州に引っ越し、以来同州を地元とする。ウィスコンシン大を９４年に卒業、マイアミ大法科大学院を９８年に修了して弁護士になった。
　２００４年にはウィスコンシン州上院選に出馬したが落選。同州共和党の役職を歴任し、０７年からは州の党委員長として、連邦の上下両院選、知事選、州の上下両院選のいずれも勝つという功績を挙げた。
　こうした実績を買われて１１年１月、３８歳の若さで全国委員長に選出された。以来、３期目の現在まで、全国委員長としては近年にない「長期安定政権」を維持してきた。
　首席補佐官指名を受けた声明で「彼（トランプ氏）は全ての米国民のための偉大な大統領になるだろう」と述べた。トランプ氏がアウトサイダー候補から大統領へ脱皮するため、ホワイトハウスの事務方トップとしてトランプ政権を仕切ることになる。　
　高校の同級生だったサリー夫人と９９年に結婚、１男１女がいる。（ワシントン時事）（時事通信2016/11/14-15:08）
トランプ氏、新政権人事加速＝首席補佐官指名に称賛－次期米大統領・共和


トランプ次期米大統領（左）と共和党のラインス・プリーバス全国委員長＝９日、ニューヨーク（ＡＦＰ＝時事）
　【ワシントン時事】米国のトランプ次期大統領が大統領首席補佐官にラインス・プリーバス共和党全国委員長（４４）を指名したことを受け、共和党内ではトランプ氏の人選を称賛する声が広がっている。トランプ氏はプリーバス氏の人脈を生かし、新政権の人事を加速する方針だ。
　プリーバス氏は１３日、声明を出し、「（指名は）本当に光栄だ」と表明。「あらゆる人のためになる経済を創造し、国境警備を強化し、オバマ大統領の医療保険制度改革を廃止し、イスラム過激派のテロを根絶する。トランプ氏は全ての米国人のための偉大な大統領になる」と強調した。
　プリーバス氏はトランプ氏が批判してきた党主流派の一画。しかし、選挙戦ではトランプ氏を最後まで支え続けた上、党内で人望があり、党幹部の信頼も厚い。トランプ氏は安定した政権運営にはプリーバス氏の起用を通じた党主流派との連携強化が不可欠と判断したとみられている。
　発表を受け、プリーバス氏の盟友とされる党下院トップのライアン下院議長はツイッターで「ラインスを誇りに思い、興奮している」と人選を歓迎。大統領選候補者選びで争ったウォーカー・ウィスコンシン州知事も「ラインスは傑出した首席補佐官になる」と評価した。
　トランプ批判の急先鋒（せんぽう）、グラム上院議員も「極めて優れた選択だ。トランプ氏が統治を真剣に考えていることを示している」とたたえた。　
　ただ、トランプ氏が、首席補佐官の「対等なパートナー」と位置付ける首席戦略官・上級顧問のポストにトランプ陣営の最高責任者だったスティーブ・バノン氏（６２）を充てたことには、一部から激しい批判が上がっている。
　バノン氏は人種差別的な運動に近いとみられており、共和党内からも「白人至上主義者。米国は憂えなければならない」との声が出ている。（時事通信2016/11/14-14:34）
プーチン政権に追い風＝旧ソ連・東欧選挙で親ロ派勝利－ＥＵ揺さぶり強化へ


ロシアのプーチン大統領＝１２日、ヤロスラブリ（ＥＰＡ＝時事）
　【モスクワ、ベルリン時事】１３日にブルガリアと旧ソ連のモルドバで実施された大統領選で、親ロシア派候補が親欧米派候補を破って勝利した。米大統領選でロシアに歩み寄りの姿勢を見せるトランプ氏が当選したことに続くプーチン政権への追い風で、ロシアはブルガリアなどを通じて、ウクライナ危機をめぐり対ロ制裁を続ける欧州連合（ＥＵ）への揺さぶりを強めていくとみられる。
　プーチン大統領は１４日、当選したブルガリアのラデフ前空軍司令官（５３）とモルドバのドドン社会党党首（４１）に祝意を示し、関係発展を呼び掛けた。


ブルガリア大統領選で勝利したラデフ前空軍司令官＝１３日、ソフィア（ＡＦＰ＝時事）
　ラデフ氏は選挙戦中、「ＥＵの対ロ制裁解除を」と訴えてきた。国民の間には、歴史的につながりの深いロシアとの協調により、経済を活性化させるべきだとの声があり、ラデフ氏はＥＵ内で独自の立ち位置を取りそうだ。ロシアは「協力を拡大させたい」（ペスコフ大統領報道官）と早速接近を図っている。（時事通信2016/11/15-14:19）
協力停止の権利明確化＝日印原子力協定－政府答弁書
　政府は１５日の閣議で、日印原子力協定に絡み、インドが核実験を実施した場合の協力停止措置を関連文書の公文に記載したことについて、「わが国が（停止の）権利を行使できるという点をより明確にするために作成した」とする答弁書を決定した。（時事通信2016/11/15-17:33）
途上国支援、充実を＝「自然災害予防が重要」－ＣＯＰ２２参加のハイチ環境相
　【マラケシュ（モロッコ）時事】１０月に大型ハリケーン「マシュー」が直撃し、大きな被害を受けた中米・カリブ海に浮かぶ島国のハイチ。国連気候変動枠組み条約第２２回締約国会議（ＣＯＰ２２）に参加している同国のシモン・デラ環境相は、当地でインタビューに応じ、「途上国にとって重要なのは、地球温暖化がもたらす自然災害への予防策だ」と訴え、日本を含む先進国に支援充実を求めた。
　ハイチは人口約１０００万人。国土は約２万７７５０平方キロメートルと北海道の３分の１程度だが、世界で最も温暖化の悪影響を受けている国の一つとされる。
　１０月のハリケーンでは７００人以上が死亡。国連によると、幹線道路や電気などのライフラインが寸断され、１４０万人以上が支援を求めているという。デラ氏は「ハリケーンによる被害総額は、国内総生産（ＧＤＰ）の２割に上る」と指摘した。
　同国で近年頻発する異常気象と温暖化の関連については、「ハイチはもともと自然災害が多い国だ」としつつも、「温暖化で被害が悪化している」との見方を示した。
　温暖化対策をめぐっては、先進国が途上国を資金、技術両面から支援しているが、その多くは再生可能エネルギーの普及をはじめとする温室効果ガス削減の取り組みが占める。ただ、途上国は人口や経済の規模が小さいことから「（排出量の少ない）温室ガス削減よりも、気候変動への耐性を身に付ける必要がある」と強調した。
　ハイチと同じく自然災害の多い日本に対しては、「被害想定をまとめた『リスクマップ』の作成や、環境教育の専門家育成といった支援を求めたい」と語った。（時事通信2016/11/16-04:26）
パリ協定締約国会合 仏がトランプ次期大統領に協調求める
NHK11月16日 6時47分
すべての国が地球温暖化対策に取り組むことを定めた「パリ協定」の締約国による初めての会合が北アフリカのモロッコで始まり、フランスのオランド大統領が「アメリカがみずから掲げた温暖化対策に取り組むのは義務だ」と述べ、協定からの脱退の意向を示しているトランプ次期大統領に対し、今後も国際社会と協調しながら対策に取り組むよう強く求めました。
「パリ協定」の締約国による初めての会合は、モロッコのマラケシュで開かれている地球温暖化対策を話し合う国連の会議、「ＣＯＰ２２」の会場で日本時間の１６日夜遅くから始まり、国連のパン・ギムン（潘基文）事務総長をはじめ、各国の首脳や閣僚が参加しました。
この中で、去年のＣＯＰで交渉をまとめあげ「パリ協定」を採択に導いたフランスのオランド大統領が演説し、「世界最大の経済大国で温室効果ガスの排出量が世界２位のアメリカが、みずから掲げた温暖化対策に取り組むのは義務であり利益にもなる」と述べ、協定からの脱退の意向を示しているアメリカのトランプ次期大統領に対し、今後も国際社会と協調しながら対策に取り組むよう強く求めました。
そのうえで、「フランスは協定を締結したおよそ１００の国の名のもとに断固たる決意でトランプ次期大統領と話し合うことになる」と述べ、フランスが世界を代表してトランプ氏との交渉を進めると強調しました。
締約国会合は、今月１８日まで開かれる予定で、トランプ次期大統領の就任によってこれまで交渉をリードしてきたアメリカが後退し世界全体の温暖化対策が停滞するとの懸念が広がるなか、どの国が新たにリーダーシップを取るのかに注目が集まっています。
締約国会合とは
パリ協定の締約国会合は、すべての国が地球温暖化対策に取り組むことを掲げたパリ協定の詳しいルールを決めるための会合です。
アメリカや中国などの温室効果ガスの主要排出国が相次いで協定を締結し、今月４日、パリ協定が早期に発効したことを受けて開かれました。
会合では今世紀後半に温室効果ガスの排出を実質ゼロに抑えるというパリ協定の長期目標に向けて、各国の削減目標をどう引き上げていくのかや、発展途上国への資金支援をどう具体化するのかなど、詳しいルール作りが議論の焦点となる見通しです。
今月１８日まで開かれる今回の会合に、締約国として参加できるのは、国連が示した締め切りまでに締結を終えた国に限られ、締結が遅れた日本は会合の決定に異議の申し立てができない「オブザーバー」としての参加にとどまります。
外務省によりますと、協定に参加する１９７の国と地域のうちの４割にあたるおよそ８０か国が締約国として参加するということで、日本の発言力の低下が懸念される中、存在感をどう示すかが課題になっています。
山本環境相「米抜きは考えられない」
パリ協定の締約国会合に出席した山本環境大臣は記者団に対し、「会合では、発展途上国と先進国の違いはなく、すべての国が熱意をもって温暖化対策に取り組むようになったことが感じられ、感無量だった」と述べました。そのうえで、パリ協定からの脱退の意向を示しているトランプ次期大統領について「アメリカ抜きでは世界の温暖化対策は考えられない」と述べ、世界全体の対策を進める上で、アメリカのリーダーシップは欠かせないという認識を示しました。
国連事務総長 トランプ氏をみずから説得
国連のパン・ギムン（潘基文）事務総長は、「パリ協定」の締約国会合の開催に先立って北アフリカのモロッコで記者会見し、アメリカのトランプ次期大統領について、「世界が抱えるさまざまな問題、特に気候変動の現実を理解する必要があると思う」と述べました。
そのうえで、「直接会って話すことを考えている。事務総長としてではなく、個人として会うつもりで政府や企業からの声だけでなく市民の声も相次げば耳を傾けてくれるはずだ」と述べ、トランプ次期大統領に対し、パリ協定のもとで温暖化対策に引き続き取り組むよう、みずから説得する考えを示しました。
パン事務総長は最後に「パリ協定は全世界がおもいを一つにした約束だ。アメリカの次期大統領という立場から話を聞き、選挙戦で示した考えを見直してほしい」と述べました。
途上国には資金支援不可欠
「パリ協定」の締約国会合で、今回の「ＣＯＰ２２」の議長国、モロッコの国王は、演説で、「アフリカは特に南の国々で気候変動による影響が年々、深刻になっていて、国によっては存亡に関わる問題になっている。今回の会議がアフリカで開かれたことで、アフリカが直面する深刻な問題の数々に目を向けることにつながる」と述べました。
そのうえで、発展途上国の支援のため、先進国が拠出するとした資金について触れ、「パリ協定を採択するうえでカギとなったもので、先進国には約束を守ってもらいたい」と述べました。
一方、南太平洋のフィジーの代表も途上国が対策を進めるうえで先進国による資金支援は不可欠だとしたうえで、「たとえどの国であってもみずから掲げた温暖化対策をほごにすることは許されない」と述べ、温暖化対策に資金を出さない意向を示しているアメリカのトランプ次期大統領に対し、約束を守るよう求めました。
ＣＯＰ２２ パリ協定締約国の初会合始まる
NHK11月15日 22時41分
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北アフリカのモロッコで開かれている地球温暖化対策を話し合う国連の会議ＣＯＰ２２で、日本時間の１５日午後１０時すぎからパリ協定の締約国による初めての会合が始まりました。アメリカの次期大統領に温暖化に否定的なトランプ氏が選ばれ、世界全体の対策が停滞すると懸念される中、各国が対策にどのように取り組むのかが焦点になっています。
すべての国が温暖化対策に取り組むことを定めたパリ協定は去年の採択からわずか１年足らずの早さで今月４日に発効しました。これを受けて、モロッコで開かれている国連の会議ＣＯＰ２２の会場で、日本時間の１５日午後１０時すぎから協定の締約国による初めての会合が始まりました。
会合では、議長国のモロッコの国王や国連のパン・ギムン（潘基文）事務総長、それに締約国の閣僚らが演説し、パリ協定に基づく世界規模の温暖化対策の重要性などについて訴える予定です。
パリ協定をめぐっては、これまで交渉をリードしてきたアメリカの次期大統領に、温暖化に否定的で協定からの脱退も示唆しているトランプ氏が選ばれたことから、各国の交渉団や専門家からは世界全体の温暖化対策が停滞すると懸念する声が相次いでいて、各国が今後、対策にどのように取り組むのかが焦点になっています。
締約国会合は、今月１８日まで断続的に開かれる予定ですが、日本は、協定の締結が遅れたため、決定に異議の申し立てができないオブザーバーとしての参加となります。今後、発言力の低下をどう食い止め、温暖化対策に積極的に取り組む姿勢をアピールするかも注目されます。
パリ協定 締約国が初会合開催へ トランプ氏に懸念も
NHK11月15日 18時10分
北アフリカのモロッコで開かれている地球温暖化対策を話し合う国連の会議ＣＯＰ２２で、日本時間の午後９時すぎから、パリ協定の締約国による初めての会合が始まります。アメリカの次期大統領に温暖化に否定的なトランプ氏が選ばれ、世界全体の対策が停滞すると懸念される中、各国が対策にどのように取り組むのかが焦点になっています。
すべての国が温暖化対策に取り組むことを定めたパリ協定は、去年の採択から、わずか１年足らずの早さで今月４日に発効しました。
これを受けて、モロッコで開かれている国連の会議ＣＯＰ２２の会場で、日本時間の午後９時すぎから協定の締約国による初めての会合が始まります。
会合では、議長国のモロッコの国王や国連のパン・ギムン（潘基文）事務総長、それに締約国の閣僚らが演説し、パリ協定に基づく世界規模の温暖化対策の重要性などについて訴える予定です。
パリ協定をめぐっては、これまで交渉をリードしてきたアメリカの次期大統領に、温暖化に否定的で協定からの脱退も示唆しているトランプ氏が選ばれたことから、各国の交渉団や専門家からは世界全体の温暖化対策が停滞すると懸念する声が相次いでいて、各国が今後、対策にどのように取り組むのかが焦点になっています。
締約国会合は今月１８日まで断続的に開かれる予定ですが、日本は協定の締結が遅れたため、決定に異議の申し立てができないオブザーバーとしての参加となります。今後、発言力の低下をどう食い止め、温暖化対策に積極的に取り組む姿勢をアピールするかも注目されます。
トランプ氏が温暖化対策にどう臨むか
アメリカのトランプ次期大統領は地球温暖化について「でっち上げ」と述べ、否定的な立場を取っていて、パリ協定からも脱退する意向を示すなど国際社会の地球温暖化対策の取り組みに非協力的な姿勢を示しています。
しかし、パリ協定は今月４日にすでに発効しているため、トランプ氏が次期大統領に就任後も、すぐに脱退はできず、協定の規定に従う必要があります。
規定では発効から３年間は脱退の通告ができず、脱退は早くとも通告から１年後で、来年１月２０日に就任するトランプ氏が脱退の通告ができるのは、早くとも２０１９年１１月となります。
パリ協定はアメリカ大統領選挙の結果が出る５日前の今月４日、去年の採択から１年足らずという異例の早さで発効しましたが、オバマ政権のアメリカをはじめ、各国が発効を急いだのは、仮にトランプ氏が当選してもアメリカがすぐに脱退できないようにする狙いもあったと言われています。
ただ、パリ協定を採択した国連の会議を開いている気候変動枠組条約そのものから脱退すれば、４年を待たずに脱退することは可能となります。
また、トランプ氏は先月、大統領に就任してから１００日の間に実行する計画を発表し、この中で、アメリカとして国連の温暖化対策プログラムへの数十億ドルに上る資金拠出をやめ、その分の資金を国内の水道や環境の社会基盤整備の費用に充てるとしています。
さらに、オバマ大統領が進めてきた石炭火力発電所からの温室効果ガスの排出規制の計画など、さまざまな規制を撤廃し、代わりにアメリカ国内のシェールガスや石油、石炭などの化石燃料を最大限に活用し、数十兆ドルの雇用や経済効果を生み出すとしていて、近年、アメリカが中国やインドなど、これまで排出削減に消極的だった国を動かし、国際社会が協調して温暖化対策に取り組む機運を高めてきた流れが大きく後退するとの懸念が強まっています。
ＥＵ加盟国からは懸念の声相次ぐ
アメリカの次期大統領にトランプ氏が選ばれたことについて、パリ協定の早期発効に重要な役割を果たしたＥＵ＝ヨーロッパ連合の加盟国の間でも世界全体の対策が後退するおそれがあるとの懸念の声が相次ぎました。
このうち、ベルギーの交渉団の男性は、トランプ次期大統領について「アメリカの方針が変われば、世界最大の経済大国で温室効果ガスの大排出国が参加しないことになり、憂慮すべき事態になる」と述べたほか、スウェーデンの交渉団の男性も「懸念があるのは当たり前だ。でもまだトランプ氏の方針を見聞きしたわけでもない。今の段階では判断できない」と述べました。
また、ＥＵの事務局の女性は、「パリ協定は、すべての国の積極的な参加が必要だ。アメリカにはこれまでどおり、取り組んでほしい」と述べ、パリ協定に実効性を持たせるためにはアメリカの協力が不可欠だと訴えたほか、同じＥＵの事務局の男性は、「パリ協定に引き続き一緒に取り組んでもらうよう、われわれとして努力しなければならないが最終的にはトランプ氏の判断だ」と話し、今はトランプ氏の出方を見守るしかないと述べました。
さらに、オーストリアの交渉団の男性も「憂慮すべき事態であることは間違いないと思う」としたうえで、「全世界が一体となって取り組むのがパリ協定で、なんとしても成功させなければならない。トランプ政権が同じ結論に至るのを期待している」とトランプ氏の冷静な判断を期待すると述べました。また、ドイツの交渉団の女性は、「政治は選挙戦で気軽に言えるようなことで決まらない。アメリカが国として実際に何をするのか、私たちはそれを見極めたい」と話し、トランプ氏の発言を額面どおりに受け止めるべきではないと指摘しました。
ＧＰＳ捜査に令状は必要か？　違法性、全国で割れる司法判断

福井新聞2016年11月15日午前11時30分



ＧＰＳ捜査を巡る主な司法判断

　被告の運転車両に無断で衛星利用測位システム（ＧＰＳ）端末を取り付けた福井県警の捜査の違法性が争点となっている、覚醒剤密売事件の裁判員裁判が１５日、福井地裁で開かれる。ＧＰＳ捜査の違法性は全国の地裁、高裁で判断が分かれており、市民の意見を取り入れた裁判員裁判の判決が注目される。福井地裁の公判では証拠採用の可否を２２日に判断してから、起訴内容の具体的な審理を行う。
　ＧＰＳ捜査が争点となるのは、覚醒剤を職業的に密売していたとして麻薬特例法違反などの罪に問われている福井市、無職田端幸夫被告（５０）の裁判員裁判。
　ＧＰＳ捜査を争点とした裁判はこれまでに大阪、名古屋、広島など少なくとも７カ所の裁判所であった。名古屋高裁が今年６月に「令状がなければ違法」とする一方、広島高裁は７月に「令状は不要で適法」とするなど、違法かどうかで下級審の判断は分かれている。
　関西を中心とした連続窃盗事件の裁判では、最高裁第２小法廷（鬼丸かおる裁判長）が１０月、審理を大法廷（裁判長・寺田逸郎長官）に回付した。プライバシー保護と捜査の在り方に大きな影響を与える可能性があるとして、大法廷での審理が必要と判断したもようで、初の統一判断を示すとみられている。
　福井地裁の公判では、１５日にＧＰＳ捜査に関する冒頭陳述や弁護側１人の証人尋問などを行い、１６、１７日に検察側としてＧＰＳ捜査などに携わった県警警察官９人の証人尋問を行う。２１日は被告人質問、中間論告、中間弁論がある。２２日の証拠の採否は、裁判官３人が専権で決める。
　その後、起訴内容の麻薬特例法違反などの罪に関する冒頭陳述や証人尋問などがあり、１２月６日に判決を言い渡す。
　警察庁が２００６年に出したＧＰＳ捜査に関する通達では、犯罪の疑いや危険性が高く、速やかな摘発が求められ、他の手段で追跡が困難な場合は、裁判所の令状が必要ない任意捜査で利用できるとしている。

民泊 京都市が自治体の独自規制を要望
NHK11月14日 21時20分
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外国人観光客の増加に伴い、住宅の空き部屋などを有料で貸し出す「民泊」の規制緩和を国が検討していることから、京都市長が厚生労働省を訪れ、観光地のイメージを守るために営業場所や日数などを自治体が独自に規制できるようにしてほしいと要望しました。
厚生労働省などは民泊への新規参入を後押しするため、営業日数の上限を年間１８０日以内で設けたうえで、旅館業法では認められていない住居専用地域でも営業を認めるほか、現在の許可制に加えて届け出制も導入するなど規制緩和に向けて検討を進めています。
これについて、京都市の門川大作市長が、１４日厚生労働省を訪れ、観光地のイメージを守るための規制の在り方について塩崎大臣に要望書を手渡しました。具体的には営業する場所や施設の管理方法、それに営業日数などについては全国一律ではなく、自治体が独自に規制できるようするほか、立ち入り調査など自治体の権限についても強化するよう求めています。
これについて京都市の門川市長は、「市内では無許可の民泊が横行し、集合住宅を中心に騒音などの苦情が相次いでいる。適切に規制しないと、トラブルが起きて観光地のイメージの悪化につながりかねない」と訴えました。
厚生労働省は、今回の要望を踏まえて、関係省庁と協議したうえで、来年の通常国会に必要な法案を提出することを目指しています。
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